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はじめに

昨年度実施された「駐留軍用地跡地の計画的な利用の枠組み検討調査」において、平成 18 年 5

月の日米安全保障協議委員会（いわゆる「２プラス２」）合意による嘉手納飛行場より南の米軍施設・

区域についての返還に向けては、その跡地整備にかかる推進主体の必要性が示されたところである。

そこで、本調査では、それを受けて、より多様な視点から推進主体に求められる機能・権能等に

ついての整理を行い、法制度をはじめとする諸制度や国等の支援策など必要な事項について具体的

に整理を行うとともに、それ以外の調査業務で示された各種課題への対応方策の実現に向けて必要

な調整・行動及び工程等を明確にし、跡地の計画的利用を図るために新たに必要となる制度、整備

手法、推進体制の構築に向けての検討を行い、その内容を整理することを目的とする。
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第1章 状況変化に伴う課題の整理

1-1 調査の背景

（１） SACO合意時からの環境変化

SACO合意時からの環境変化として、法制度等の整備、日米安全保障協議委員会（２＋

２）の最終合意があげられる。

① 法制度整備等

・沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律（軍転特措法）H7 年度～H23 年度

・沖縄振興特別措置法 （沖振法） H14 年度～H23 年度

・沖縄振興計画 （沖振計） H14 年度～H23 年度

② 「2+2」合意（日米安全保障協議委員会）

・ 嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還が合意される

図表 1-1：返還スケジュール

H8.12

SACO合意
H14.4

沖振法・沖振計 H24.3.31まで

H18.5「2+2」合意
2014

（H26）

普天間代替
H7.6
3

③ 膨大な返還予定区域

・ 返還予定面積は 1,000～1,500ha

図表 1-2：嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還予定

軍転特措法

嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の返還及

【軍

キャンプ瑞慶覧(フォスター)

（約643haの一部返還）

出典：在日米軍の兵力
施設完成予定
H24.3.31まで

び施設の共同使用

用地の返還】

体制の再編（平成18年5月：防衛庁・外務省）インターネットより

嘉手納飛行場より南の

土地の返還対象 6施設
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（２） 需要を上回る供給が予想される住宅地

① 地主の将来土地利用意向

各返還予定地の将来土地利用に関する地主意向調査では、自己利用意向は３割前後で

あり、５割前後が土地需要に基づく賃貸や売却意向を持っている。

図表 1-3：地主の将来土地利用意向（人数ベース）

※第 1桑江タンクファーム、那覇港湾施設の土地利用意向調査は行われていない

出典：

・キャンプ桑江南側地区まちづくり基本構想（平成１７年２月 北谷町）

・キャンプ瑞慶覧返還地区等まちづくり合意形成促進支援業務報告書（平成１８年３月 沖縄市・北中城村）

・喜舎場ハウジング地区における跡地整備計画検討業務報告書（平成１８年３月 北中城村）

・アワセゴルフ場跡地に関するまちづくり基本構想策定調査報告書（平成１８年３月 北中城村）

・瑞慶覧地区合意形成促進活動業務調査報告書（平成１７年３月 宜野湾市）

・普天間飛行場跡地利用に関する意向調査報告書（平成１６年３月 宜野湾市）

・牧港補給地区跡地利用基本計画基礎調査報告書（平成１８年３月 浦添市）
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② 従来の跡地開発

従来の跡地開発では、住宅地及び商業地による利用が中心である。

図表 1-4：返還跡地の土地利用計画の代表例

那那覇覇新新都都心心地地区区

（（平平成成４４年年認認可可））

沿道型施設
用地
10%

商業業務地
10%

住宅用地
60%

学校、文
化、行政施

設
20%

土地利用計画図

施行面積：214ha

土地利用割合

学校施設
15%

住宅用地
70%

商業業務
地
5%

沿道型施
設用地
10%

施行面積：109ha

土地利用計画図

土地利用割合

小小禄禄金金城城地地区区

（（昭昭和和５５８８年年認認可可））



③ 住宅地の需給バランス

中南部都市圏住宅関連調査（平成16年）及び駐留軍用地跡地の計画的な利用の枠組み

検討調査(平成19年)では、住宅地に関する2029年までの需要量と供給量について、次の

ようにまとめている。

図表

④

0

全

図表
・中南部都市圏の住宅地需要は 349ha と推計されている（2015 年～2029 年）。

・基地跡地を整備して供給される住宅地は 500ha を上回る予測がされている。
6

これにより、住宅地需要のみでは、かなりの供給過多となることが懸念される。

1-5：住宅地需要と開発による供給量の関係

商業地の需給状況

中南部都市圏の1人あたり大規模小売店舗面積(平成18年)は、0.68㎡/人(全国平均：

.70 ㎡/人)であり、平成12年(中南部都市圏：0.43 ㎡/人、全国：0.62 ㎡/人)に比べ、

国平均水準に近づいている。

これより、商業地需要は概ね充足していていることが伺える。

1-6：1 人あたりの大規模小売店舗面積（平成 12､18 年）と大規模小売店舗届出の状況（平成 12､18 年）

・この他に基地跡地以外での住宅地の供給量 124～550ha と予測されている。

住宅地需要

跡地からの供給量 跡地以外での供給量

349ha

500ha 124～550ha

供給過多

275～701ha
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1-2 状況変化に伴う課題の整理

（１） 都市的開発の必要性

近年、中心市街地の空洞化や市街地の郊外化の問題点が指摘される中で、国はコンパ

クトシティを目指すべく政策転換を進めている。このため、嘉手納飛行場より南の駐留

軍用地跡地について、圏域内の住宅地需要の伸びが鈍化することが指摘されている中で、

都市的な開発整備を進めることについての必要性を整理する必要がある。

① 県土の発展のための視点

a 基地返還跡地を、本県の自立的発展に寄与する貴重な空間として活用し、計画的な都市づくり

や新たな経済活動の拠点形成を目指す必要がある。

＊沖縄 21 世紀ビジョン（仮称）策定資料

b 駐留軍用地跡地は土地そのものの経済活動利用が妨げられてきたことに加え、周辺の土地を含

めて振興の大きな支障となってきた。このため、駐留軍用地跡地利用は既存の土地・交通ネッ

トワークの利用・再編により、沖縄本島全体の経済活動のために利用していくべきである。

c アジアの経済発展及びグローバル化の進展に対応した産業振興を図るための空間として活用

するためにも、駐留軍用地跡地を開発整備することが必要である。

＊沖縄 21 世紀ビジョン（仮称）策定資料

d 長期的な視点から、まとまりのある空間は産業クラスター形成の可能性を秘めている。

e 駐留軍用地跡地の都市的開発により、職住近接とゆとりある敷地の住宅供給が実現可能となれ

ば新たな産業誘致に向けた魅力が高まる。

② 中南部都市圏構造の見直しの視点

a 既成市街地は、基地周辺に都市基盤が未整備なまま形成された密集市街地が多く存在し、その

改善に積極的に取り組む必要がある。駐留軍用地の跡地利用に際しては、中南部の都市圏構造

を視野に入れるとともに、既成市街地の居住環境の改善についても一体的に検討していく必要

がある。

＊那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（素案）

b 60 年余にわたり蓄積されてきた都市構造の歪みについては、例えば建築物の耐用年数等を考

慮すれば、時間をかけて徐々に解消されていくものと考えられ、長期的に市街地密度の平準化

が図られるものである。
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c 駐留軍用地跡地は既成市街地の中心部に位置しており、そこに開発圧力を適切に誘導して都市

整備を進めること※が求められている。（→ コンパクトシティの実現）

※那覇広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（素案）

開発圧力を駐留軍用地跡地に適切に誘導して、円滑に跡地開発を進めるため、本区域は区域区分を継続することとし

ます。（那覇広域都市計画）

d 那覇広域都市計画区域及び中部広域都市計画区域では、人口密度が全国平均並である※もの

の、広大な米軍基地・施設が存在していることから可住地面積が狭められており、ゆとりのあ

るまちづくりを実現するためにも、駐留軍用地跡地については都市的開発を図る必要がある。

※平成 17 年国勢調査

那覇及び中部広域都市計画区域平均 24.96 人/ha、全国平均 24.50 人/ha

（類似指標 市街化区域人口密度 那覇広域 72.60 人/ha 、全国平均 59.64 人/ha）

e 沖縄の住宅地の地価は、九州では福岡に次いで高く※1、新築住宅における持ち家の比率も低下

の傾向を示しており※2、県民の住宅地取得を取り巻く環境は厳しい状況にある。このため、駐

留軍用地跡地の都市的開発により長期的に地価が適正な水準に落ち着くことで、県民の持ち家

率の回復などの効果が期待できる。

※1 平成 20 年地価公示価格、福岡 49，900 円/㎡、沖縄 42，000 円/㎡

※2 沖縄県土木建築部資料 平成 10 年度 50％→平成 18 年度 29％

f 駐留軍用地跡地を貫く公共交通軸の整備により、各跡地間の有機的連携と時間距離の短縮化を

図り、県内人口の約８割が居住する本島中南部において職住近接型のまちづくりの実現が可能

となる。

③ 市町村及び地権者合意形成の視点

a 市町村においては、中南部圏域における既返還跡地の利用状況等を踏まえながら、都市的な土

地利用を前提に跡地利用計画の策定を進めており、これらの跡地利用計画との整合を図る必要

がある。
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図表 1-7：都市開発の必要性

県土発展のための視点

沖縄の振興

産業振興 地価水準

の適正化

産業クラスター形成

貴重な空間地の都市開発

中南部都市圏構造の見直しの視点

都市構造の歪み解消

・ 市街地密度の平準化

・ 開発圧力誘導

・ 地価水準適正化

密集市街地の改善

根幹的都市施設整備

都市機能の再配置

公共交通軸整備

地権者合意形成の視点

都市的土地利用計画

既返還跡地の利用状況

地権者の理解と協力

1,000ha を超える大規模返還 現状では都市基盤が未整備

都市的・一体的な面整備が必要

区画整理等の手法による都市開発事業は必須



10

（２） 都市開発の視点

都市的な開発を推進するにあたり、一般的な都市開発、基地跡地特有の都市開発の両

面から、都市開発に必要な視点を整理する。

図表 1-8：都市開発の視点（概念図）

① 一般的な都市開発での視点

a. 需給均衡

都市開発においては、「無秩序な市街化を抑制し、計画的な市街化を図る」という目

的を達成するための土地利用コントールが必要である。このため、都市的土地利用の需

要の見通しに基づく、需給均衡の視点をもった都市開発が望まれる。

b. 迅速性・柔軟性

都市開発においては、投資に対する事業効果が最大限に発揮できるよう、事業効果の

早期発現や地域の実情への柔軟な対応などへの配慮が求められる。このため、迅速性・

柔軟性の視点をもった都市開発が望まれる。

c. 多様な主体の参加

まちづくりの主体は、地権者、行政、市民、県民、民間企業など、多様な担い手が存

在する。都市開発においても、行政の説明責任の強化や住民参加手法の充実により、多

様な主体の理解が得られ、その内容が決め事として受け入れられる必要がある。このた

め、多様な主体の参加の視点をもった都市開発が望まれる。

地権者及び県民、市民等のコンセンサス（多様な主体の参加）

基地跡地の沖縄振興空間としての利用

基地跡地利用と経済合理性の両立

基地跡地利用

需要均衡

経済合理性

地権者との

協働体制

迅速性・柔軟性

需給均衡
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② 基地跡地の都市開発での視点

a. 沖縄振興の空間

大規模な基地跡地は、本島中南部における枢要な位置を占める。このため、大規模な

基地跡地は、沖縄振興のための貴重な空間であるという基本認識の下、県土構造再編を

視野に入れた都市開発が望まれる。

b. 経済合理性と跡地利用の両立

これまで、都市部における基地跡地では、都市的土地利用の需要を背景に都市開発が

進み、宅地の供給は経済合理性を保ちつつ行われ、地権者も土地利用機会を見出すこと

が可能であった。

しかし、嘉手納飛行場より南の大規模な基地返還を踏まえた場合では、経済合理性に

任せて大量の宅地を供給すると、需要の不足による不動産市場への影響や、低密度スプ

ロール化などが懸念され、跡地利用の実現性が危惧される。

このため、経済合理性と跡地利用の両立の視点を持ち、その手立てをおこなうことが

望まれる。

c. 地権者への支援策と行政の対応

大規模な基地跡地においては、地権者の土地利用が国の基地政策により６０余年に渡

り制限された経緯を踏まえる必要がある。このため、跡地利用の推進にあたっては、長

期的な視点から地権者との協働による継続的な取り組みが可能となるよう、地権者への

支援策を含めた都市開発が必要である。
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（３） 課題の整理

① 基地跡地における計画的利用の枠組み構築の必要性

基地跡地に対して都市的開発を実施する場合、需給バランスの不均衡により、散在的

な市街地が形成され、基地跡地の計画的利用が図られなくなることが懸念される。さら

には、沖縄振興のための貴重な空間の喪失や事業採算性の悪化、地権者間の格差拡大な

どが懸念される。それらを回避するためには、計画的な跡地利用推進のための基本的枠

組みの構築が必要である。

図表 1-9：基地跡地における計画的利用の枠組み構築の必要性

経済合理性

沖縄振興空間 事業空間喪失

事業採算性悪化

地権者の公平な権利 地権者間格差

跡地の都市開発の視点 問題点状況変化

大規模
基地返還
（２+２）

跡
地
利
用
推
進
の
枠
組
み
が
必
要

課題

需
給
バ
ラ
ン
ス
不
均
衡

不
動
産
市
場
の
混
乱

散
在
的
な
市
街
地
形
成

社会経済情
勢変化

（人口鈍化、
財政難等）



13

② 意見交換・各種調査を踏まえた課題

市町村ヒアリング、庁内意見交換会、１０６項目課題、既往調査等、関係機関との意

見交換、各種調査を整理し、これらから抽出される課題及び本業務で検討する課題及び

対応方向について整理する。

図表 1-10：意見交換・各種調査を踏まえた課題

項目 抽出された対応が必要な課題 対応方向

●返還時期・区域の明確化 国要請事項位置づけ

●大規模跡地の指定要件緩和 国要請事項

●基地内立入調査の円滑な実施 国要請事項基礎調査

段階 ▲文化財調査の実施計画、手法整備等の再精査 他業務対応

▲△跡地利用計画などの再点検 他業務対応構想段階

●△各跡地間で連携した計画づくり 他業務対応

●特定跡地給付金における実態に即した支給期間

の確保

国要請事項

▲原状回復中の事業実施、文化財調査、その他再開

発事業に手戻りがないようにする跡地利用の円

滑化に関わる措置

国要請事項

○需給バランス確保のための方策 計画的利用
．．．．．

のあり方に

ついて本業務で検討

●事業の特例が必要（土地区画整理事業、斜面地の

跡地利用、土地の先行取得、文化財調査）

●財政運営への支援

●▲国有財産処分制度（譲渡、仮使用措置）

▲先行買収対象の拡充

調査・事業

事業準備

段階

●磁気探査の地元負担軽減

計画的開発
．．．．．

のあり方に

ついて本業務で検討

体制 ●国、県、市の協力体制の継続

●▲埋蔵文化財調査体制の整備

▲情報提供体制の見直し

跡
．
地利用推進体制
．．．．．．．

のあ

り方について本業務で

検討

○●周辺市街地の空洞化対策、周辺市街地と基地跡地を一体で

整備する制度

他業務対応

○△新都心地区の課題の整理、普天間飛行場でのノウハウ活

用・情報共有

他業務対応

関連事項

▲大規模な返還を踏まえた雇用対策措置 他業務対応

●市町村ヒアリング、○庁内意見交換会、▲１０６項目課題（参考資料参照）、△既往調査整理

本
業
務
で
検
討
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第2章 計画的跡地利用のための制度展開の方向

2-1 計画的跡地利用のための制度検討の視点

本節では、第1章で整理した計画的利用の枠組み構築の必要性を踏まえ、計画的跡地利

用のための制度検討の視点を整理する。返還時期が見定まらない事情を踏まえ、都市的開

発の必要性をよりどころとして、推進手法、推進体制の制度展開にかかる検討を行うもの

とする。

図表 2-1：計画的跡地利用のための制度検討の視点

跡地の都市的開発の必要性

計画的利用の枠組み構築の必要性

問題点

（計画的跡地利用のための制度展開）

推進手法

・ どこを、どの

ように行うか

推進体制

・ だれが、どの

ように行うか

第 1章

第 2章
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（１） 推進手法制度の構築に向けた展開方向

嘉手納飛行場より南の大規模な返還を踏まえた跡地利用を推進するためには、沖縄振

興に資する利用促進と需給バランスを両立させることが大きな課題となる。

この課題に対応した跡地利用推進手法の構築に向けては、計画的利用と計画的開発の

観点から推進手法を捉える必要がある。この場合、計画的利用に関しては需給コントロ

ール、計画的開発に関しては2段階施行と資金調達が検討課題となる。

図表 2-2：推進手法制度の構築に向けた展開方向

図表 2-3：跡地利用推進手法の検討課題

検討課題 対応方向

1．土地利用コント

ロール

大規模な返還跡地の計画的利用促進においては、需給バランス

の不均衡を回避しつつ、沖縄振興と地権者支援を両立する土地利

用コントロールが必要である。
計
画
的
利
用

2．土地需要喚起方

策

大規模な返還跡地の計画的利用促進においては、単に自然発生

的に起こる需要に対応するだけでなく、産業誘致などにより、潜

在的な需要を掘り起こす土地需要喚起方策が必要である。

3．2 段階施行 大規模な返還跡地の計画的開発促進においては、沖縄振興に資

する健全な都市形成を図る必要がある。そのため、需給バランス

の不均衡を是正する段階的な整備の仕組みを構築し、当面需要が

見込まれない土地の都市的開発をコントロールする 2 段階施行の

仕組みが必要である。

計
画
的
開
発4．資金調達 大規模な返還跡地の計画的開発促進においては、膨大な開発費

に対応した資金調達が大きな課題となる。この場合、国からの財

政的支援の仕組みとともに、民間から資金を調達する仕組みの構

築が必要である。

特
別
な
開
発
主
体
の
存
在

計画的利用

計画的開発

1．土地利用コントロール

2．土地需要喚起方策

3．2 段階施行

4．資金調達

事
業
推
進
の
仕
組
み
が
必
要

跡地利用の推進手法
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（２） 推進体制制度構築に向けた展開方向

嘉手納飛行場より南の大規模な跡地の開発においては、複数の市町村に跨る跡地の利

用計画の総合調整やコーディネート機能、大規模な跡地の整備や土地利用を行う事業機

能とこれらの取り組みを後ろ盾するチェック機能の3つを有することが必要である。こ

れらの機能が互いに連携・役割分担をすることにより、計画的な基地跡地整備が進むも

のと考えられる。

図表 2-4：推進体制構築に向けた展開方向

各市町村の跡地利用計画

・ 那覇市、浦添市、宜野湾市、

沖縄市、北谷町、北中城村等

沖縄振興の上で全体最適化

・ 中南部都市圏の跡地利用構

想のｵｰｿﾗｲｽﾞ

総合調整・コーディネート機能

基地跡地の特殊事情

・ 沖縄振興

・ 地権者支援

大規模な跡地の整備・管理

・ 事業実施主体（タスクフォー

ス）の整備

・

大規模な跡地の事業機能

大規模な跡地開発

・ 沖縄振興に向けた活用

・ 多額の公的費用確保

跡地開発の透明性の確保

・ 国民・県民・地主の視点でチ

ェックする場の設置

跡地利用を促進するチェック機能

開
発
に
必
要
な
主
体
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2-2 計画的跡地利用のための制度展開の方向

前節の制度検討の視点を踏まえ、計画的跡地利用のための制度展開の方向について、推

進手法、推進体制構築の観点、及び有識者・庁内組織の意見から整理を行う。

また、以下の(1)、(2)で示した展開の方向については、それぞれ第３章及び第４章で詳

細に整理・検討を行う。

（１） 跡地利用推進手法構築のための制度展開の方向

跡地利用推進に必要な推進手法構築のための制度展開の方向について、計画的利用及

び計画的開発の観点から整理する。

① 計画的利用に向けた制度展開の方向

跡地の計画的な利用の推進には、土地利用コントロールのための土地管理のしくみ構

築及び対象跡地の位置づけに向けた制度展開、需要の喚起のための国、県、市町村の支

援に向けた制度展開が必要と考えられる。

図表 2-5：計画的利用に向けた制度展開の方向

視点 課題 展開方向

（供給制御策）

土地利用コントロール

対象跡地の設定

土地の管理の仕組み構

築

（需要拡大策）

土地需要喚起策

公的支援による優位性

の確保

・ 利

・ 管

・

・

・

・

・ 跡地の区分
計画的利用地と暫定

用地の位置づけ

収益配分による土地

理の仕組み
助成金・税制優遇

人材確保

インフラ整備

情報収集・PR
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② 計画的開発に向けた制度展開の方向

跡地の計画的な開発に向けては、2段階施行のための施設用地や収入源の確保に向け

た制度展開、及び開発に必要な公的資金や民間資金の調達に向けた展開が必要となる。

図表 2-6：計画的開発に向けた制度展開の方向

視点 課題 展開方向

（整備）

2 段階施行

収入源の確保

施設用地の確保

（財源）

資金調達

公的資金の確保

・税制特例

・国による広域都市施設の整

備

・財政的支援措置

・集約換地制度化

・土地の所有権以外（債券化

等）での運用

・土地利用規制・誘導手法

・柔軟な財政措置

用地の集約・共有化

用地の先買い

民間資金の確保 ・助成金・税制優遇

各段階での流用



（２） 跡地利用推進体制構築のための制度展開の方向

跡地利用の推進にあたって必要な総合調整・コーディネートや大規模な跡地の事業機

能、跡地利用促進へのチェックといった３つの必要な体制については、その実現に向け

て法整備や組織の設立など、下記のような方向で展開することが必要となる。

図表 2-7：跡地利用推進体制構築のための制度展開の方向

視点 課題 展開方向

業 事業実施主体の組織化 ・ 設置法等の制定

ネ

ート機能

公的な調整組織 ・ 新組 づ

け

大規模な跡地の事
機能

事業実施主体が事業を行

うための根拠法の整備

・ 土地区画整理法の改正

・ 税制関係法令の改正

る
国民などが沖縄振興の

・ 公平 す

る場
跡地利用を促進す
総合調整・コーディ
20

チェック機能
視点で跡地利用を捉え

る
・ 跡地 報

集約
・客観的に判断

利用の PR・情
織設立又は位置
の場



21

（３） 検討委員会・庁内意見交換会からの提言

計画的な跡地利用推進に向け、検討委員会及び庁内意見交換会からいくつかの提言が

あった。

今後の推進体制の検討のために提言された事項について、計画的利用、計画的開発、

それらの推進のための体制整備の視点から以下に整理する。

図表 2-8：検討委員会・庁内意見交換会からの提言

項目 提言等

捉え方 ●跡地利用の戦略的な部分を明らかにする必要がある。

○嘉手納飛行場より南の跡地全体をパッケージ的に捉え

る必要がある。

計画的利用

（総合調整・マ

ネジメント等）

土地利用計画 ○都市的土地利用の考え方の整理が必要

●策定主体は地元市町村が中心となるべき

●策定内容は社会経済情勢等の変化を前提とした柔軟性

のある計画とすべき

段階的整備 ●段階的整備の優先順位づけのための多様な方策が必要。

○資金調達の仕組みの具体化が必要。

●法的、税務的諸問題への対応として専門家が必要。

計画的開発

（段階的整備

等）

土地収用 ●土地収用するのであれば、強い土地利用目的が必要。

体制整備 組織のあり方 ●事業実施主体としての組織の構築が必要

●鳥瞰的な視野をもつ組織形態が必要

●：検討委員会での意見、○：庁内意見交換会での意見



22



第3章 跡地利用の推進手法

本章では、第2章において明らかにした「１．土地利用コントロール」、「２．土地需

要喚起方策」、「３．2段階施行」、「４．資金調達」の視点から、跡地利用の推進手法

を検討する。

3-1 土地利用コントロール

（１） 課題の本質の整理

想定される問題点を解決し、沖縄振興に資する空間として整備活用するためには、土

地利用のコントロールが必要となる。

図表 3-1：土地利用コントロールの必要性

資産価値の保

全に向けた土

地利活用意向

状況の変化
沖縄の振興に資する施設立地の好機会

還等 地権者による

個人の利益を

優先した散在

土地利用コントロールをしないと

土地需給バラ

沖縄の振興に資する

空間としての整備活

用が困難

人口増加の

鈍化（住宅地
1,000ha 超の
基地跡地返
23

需要の減少）
の高まり

自己居住

土地所有リス

クの回避に向

けた土地売却

意向の高まり

的な土地利用

の発生（虫食

い状態の土地

利用）

土地利用コントロ
ールの必要性

ンスの不均衡

地価が下落し、地域

経済への影響が懸念



（２） 土地利用コントロールが必要となる跡地の設定

① 設定の必要性

嘉手納飛行場より南の基地跡地の利用については、沖縄全体の振興に影響を及ぼすこ

とから、これらの跡地利用については土地利用コントロールを行うための区分設定が必

要となる。

図表 3-2：区分設定の必要性

② 土地利用コント

土地利用コ

図表 3-3：土地利用

③ 大規模跡地エリ

土地利用コ

外にも大規模

る牧港補給地

地エリア」と

1,000ha 超の基地跡地の区分土地を計画的に利用す
るための土地利用コン
トロールが必要

事
土

県土全体の視点から土地利用
コントロールが必要な跡地

市町村主導で整備を進めることが
可能な跡地

（全県的な視点
・ 沖縄振興の視

業の自立を
地区

・ 主要な公共
地区
現時点で事業化の
見通しの立ってい
ロールが必要な跡地の定

ントロールが必要な跡

コントロールが必要な跡地の

アの設定

ントロールが必要とな

性や地理的位置などに

区及びキャンプ瑞慶覧

称し、それ以外の跡地

る地区もある が

からの位置づけ）
点から、沖縄経済・産

図る拠点として重要な

施設を位置づけている

全県的な判断(質)
業の目途、地権者
地利活用の目途
24

義

地は、次の両要件に該当する地区と考える。

設定要件

る跡地

より沖

等が想

につい

ついている

+

（地区の現状からの位置づけ）
・ 多くの地権者を抱える地区＝合意

形成に課題の出そうな地区
・ 開発整備に時間を要する地区＝面

積の大きな地区
・ 通常の跡地事業(区画整理)の遂行

が、財政難、人材不足により難しい
としては、大規模跡地である普天間飛行場以

縄全体の振興に影響が及ぶものと考えられ

定される（以下、これらの跡地を「大規模跡

ては「中小規模跡地エリア」と称する）。

地区

市町村の判断(量)
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（３） 土地利用コントロールのための土地管理の仕組み

土地利用コントロールのための土地管理の仕組みは、以下の①、②を目的とした場合、

以下のようにイメージとなる。

図表 3-4：土地管理の仕組み

■土地管理の目的

①沖縄の振興に資する施設用地（中核施設用地）の確実な確保

②土地需給バランスの確保を目的とした土地供給量のコントロール（調節）

【土地管理の種地を確保】

◇土地管理主体が、大規模跡地エリア

内における以下の土地を土地管理の

種地として確保（取得・借り上げ）

・土地賃貸意向地主の所有地

・土地売却意向地主の所有地

【管理目的へ使用】

◇管理地を土地管理区域に集約換地し

た上で以下の用途に使用する。

・中核施設等用地（＝計画的利用）

・土地供給の調節（＝暫定利用）

◇その上で土地管理区域内で得られる

収益を当区域内で分配する。

【 事 業 前 】

大

規

模

跡

地

エ

リ

ア

【 事 業 中 】

自己利活用意向

土地賃貸意向

土地売却意向

【 地 主 意 向 】

管理地の用に供す
る土地（種地） 土地管理区域へ集

約換地

個別利用

暫定利用

計画的利用

【 管 理 区 分 】

先
行
整
備

土地管理
区域

土地運用・
収益確保

分配

道路



26

（４） 事業を推進する上での課題

① 土地管理主体が管理すべき土地の確保

土地管理主体が管理すべき土地は次の２つある。

Ａ．中核施設用地として必要な面積

Ｂ．土地供給を抑制すべき面積（長期的土地需要に応じて整備）

以下に、普天間飛行場を例に挙げ、土地管理区域の必要規模をイメージした上で、土地管理の

課題を抽出する。

図表 3-5：土地管理区域の想定規模（例：普天間飛行場）

Ａ．中核施設用地

→約３０ha（那覇新都心のセンター地区と同程度）

Ｂ．土地供給を抑制すべき用地（長期的土地需要に応じて整備する用地）

→約１０２ha（住宅需要量と地権者土地利用意向等から想定）

Ａ+Ｂ．約１３２ha（施行後）

地
権
者
意
向
（
※
１
）

想
定
土
地
利
用
計
画
（
※
２
）

住
宅
需
要
量
（
※
３
）

※１：普天間飛行場跡地利用に関する意向調査（平成 16 年 3 月）宜野湾市）

※２：地権者の協調・共同によるまちづくり事業の枠組に関する調査（平成 17 年度 国土交通省 都市･

地域整備局）における事業計画試案（ケース３）より設定

※３：駐留軍用地跡地の計画的な利用の枠組み検討調査（平成 20 年 3 月 沖縄県知事公室基地対策課）

○宅地需要量の配分
ケース１（跡地規模按分）：高位推計

自己居住

11%

自己
活用

6%

需要
対象

7%

保留地

10%

中核

6%

リザーブ

23%

道路

14%

公園

23%

53ha 112ha69ha102ha30ha48ha35ha29ha

1%

公有地

3ha

住宅需要

５０ha
（※３）

住宅以

外の需

要４割

（想定）

土地管理区域（約１３２ha）

（）：意向件数の割合

自己居住 売却

6%

(9%)

7%

80ha 100ha34ha92ha30ha96ha44ha

公有地

自己活用 その他 公共

用地
先行買収

19%

(27%)

5ha

1%9%

(13%)

17%

(23%)

21%20%

(28%)

土地活用

土地管理区域（従前地約１６８ha）
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普天間飛行場を例にとると、土地管理の目的を果たすためには、単純計算で従前地約

１６８ha（地区面積の約３割）の土地を管理下におく必要があるといえる。

一方で、地権者の土地利用意向（普天間飛行場跡地利用に関する意向調査（Ｈ１６．

３ 宜野湾市））から土地管理の可能性のある面積を推測すると、自己居住及び自己活

用を除いた場合、約２１８ha（土地活用（約96ha）,その他（約92ha）,売却意向（30ha））

と管理下に置くべき土地面積を上回る。しかし、地権者は、土地活用及び土地売却の条

件を市場と比較し判断することが想定されるため、土地管理のための用地確保は容易で

はない。

したがって、土地の確保には地権者からの円滑な取得を実現する条件設定が必要であ

る。

【土地の確保】

地権者からの円滑な取得を実現する条件設定が必要

② 土地確保の時期

管理すべき土地は、地権者意向に応じ、取得または借地により確保した上で、土地管

理区域内（「計画的利用区域」「暫定利用区域」）に集約する必要があり、管理の確実

性を高めるためには、仮換地指定前の早期段階から土地を取得しておく必要がある。

このため、早期からの土地確保を円滑に進めるために、買収価格において市場需給動

向や将来見込みなどを慎重に検討するとともに、借り上げの場合においてはその条件を

はじめとする地権者の意思決定に必要な情報提供が必要である。

【土地確保の時期】

需要動向、情報提供などへの配慮が必要
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図表 3-6：土地確保のスケジュール（イメージ）

③ 土地の集約

確保した土地を「沖縄の振興に資する施設用地（中核施設用地）」や「土地需給バラ

ンスの確保を目的とした土地供給量のコントロール（調節）」に活用するためには、土

地の集約が必要であるが、特に中核施設用地への集約が課題と考えられる。

中核施設用地は、土地活用を希望する多くの地主からみて、活用の期待の高い地区だ

といえる。土地管理下での土地活用ではなく、個人の自由意思に基づく土地活用を希望

する地主が、中核施設用地の底地に存在した場合、存置を主張し、土地管理の種地の集

約が困難となるケースが考えられる。

したがって、公的な必要性の高い土地管理区域については、土地管理主体の管理地が

優先的に集約されることを担保するルールが必要といえる。

【土地の集約】

土地管理主体の管理地を土地管理区域へ優先的に集約するルールが必要

なお、このような土地の集約にあたっては、土地区画整理事業における申し出集約換

地が有効と考えられる（3-3「２段階施行」（p36）参照）。

使
用
収
益

開
始
（
一
期
）

事
業
認
可

返
還

仮
換
地
指
定

（参考：那覇新都心の事例）

申
し
出
調
査

事
業
認
可

仮
換
地
指
定

使
用
収
益
開
始

約 2 年半 約 2 年 約１年

・取得期限
・地主の意思確認期限
（借地） 集約換地取得 土地管理

土地管理
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④ 集約した土地の確実な管理

土地管理主体が土地を取得した場合には、土地の使用は担保されるが、地主から借り

上げた場合には、各地主に土地所有権が残り、区画整理上の権利者として対応する必要

がある。その場合、地主は換地の位置や形状に対するこだわりが消えず、計画的利用区

域への換地希望や暫定利用区域への換地の抵抗感等による合意形成の長期化から、必要

なタイミングでの確実な土地管理が困難となることが懸念される。

円滑な土地管理を実現する方策の1つとして、土地管理主体による土地の債券化が考

えられる。但し、地主の土地所有へのこだわりの解消が債券化に対する大きな課題にな

ることも予想されるため、その場合は取得により確保する必要がある。

図表 3-7：土地の債券化について（借地権との比較）

確保の手段 メリット・デメリット等

借地権 ・土地所有権が残るため、区画整理上、権利者として対応が必要。

・実質的な共有化（＝換地へのこだわりの希薄化＝土地管理の円滑

化）の手段として短冊換地とすることも考えられる。土
地
活
用
意
向

債券化

（ランドプーリ

ング型）

・個々の土地の位置や面積へのこだわりが消え、使用目的の円滑な

実現が期待できる。

・土地所有権を手放すことになるため、地主の抵抗が予想される。

【集約した土地の管理】

集約した土地を確実に管理していく方策の 1つに土地の債券化があげられる

（ただし地主合意が得られない場合は取得が必要）

土地管理区域

【 借 地 】

・地主Ａ～Ｆは土地所有権を保有
している。

・土地管理主体がＡ～Ｆと借地契
約を締結し、借地料を支払う。

土地管理主体

ＡＢＣＤＥＦ 土地管理主体

借地 借地料

【 債 券 化 】

・地主Ａ～Ｆは、土地所有権（物
権）が債券に変わる。

・それにより、借地料から配当に
変わる。

土地管理主体
Ａ

Ｂ
Ｃ

Ｄ
Ｅ Ｆ

土地管理主体

土地管理区域 土地管理区域

配当

債券

土地
所有権

土地管理主
体による土
地の債券化

土地
所有権
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（５） 事業を推進する上で必要な制度措置の提案

図表 3-8：土地利用コントロールに必要な措置

課題 現行制度での問題点 必要な制度措置（提案）

■土地の確保

・市場価格を踏まえた条

件設定

・ 土地管理区域の土地活用及び土

地売却の条件を大きく左右する

のが中核施設の立地であるが、

国内外との競合の中、跡地への

誘致は容易ではない。

・ 任意の土地売却では譲渡所得税

が課税されるため、地権者が売

却に対して積極的になれない可

能性がある。

・ 中核施設の誘致促進に向

けた財源及び制度措置（現

行措置の継続または新規

制度）

・ 土地管理区域での土地売

却については譲渡所得税

を免除するような制度化

■土地の集約

・土地管理主体の土地を

土地管理区域へ優先的

に集約するルール

・区画整理法の定めに則った集約の

制度には該当しない。また、地域

特有の事情なので区画整理法の

改正は適さないため、合意に基づ

く集約が現実的な対応だと考え

る。

・ただし、「土地管理区域」の定義

を明確にし、法に位置付けなけれ

ば合意が進まないことが懸念さ

れる。

・「土地管理区域」について新

たな法的な位置づけや沖縄

振興の上位計画への位置づ

け（大規模跡地エリアと同

様）

・「土地管理区域」にかかる区

画整理における特別法によ

る申し出集約換地の制度化

■集約した土地の管理

・集約した土地を確実に

管理するための土地の

債券化

・土地への執着が強い地主が多く、

債券化への抵抗が予想される。

・債券化を促す税制等の優遇措

置

・用地取得の促進
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3-2 土地需要喚起方策

（１） 課題の本質の整理

嘉手納飛行場より南の大規模な基地返還においては、1,000ha を超える土地を活用し、沖縄振興に

寄与することが重要であるが、一方で当面の土地需給の不均衡を回避する方策も求められる。

図表 3-9：需要喚起策の必要性

（２） 需要を喚起するための方策の考え方

大規模性を活かせる土地需要を喚起するインセンティブの創設や新しい着想による具体的な戦略

を検討する組織が必要となる。

図表 3-10：需要喚起策の考え方と効果

効 果実現するため
の体制・制度
の構築 ・1,000ha 超の土地

活用による安定し
た経済活動の実現

・跡地利用から自立
に向けた地主の意
識向上

・1,000ha を超
える跡地を活
かす構想の策
定

・企業誘致等構

想実現に向け

た戦略の作成

(役割分担)
・国のバックアッ
プ
・県、市町村の役
割・支援等
・地権者の協力（自
己利用の抑制等）

・
沖
縄
経
済
の
自
立

・民間企業の進出、
民間投資の活発化

現状の取組み

(県)
・各跡地が担う役
割、有望産業との親
和性などを整理し、
示している

(市町村)
・独自に跡地ごとに
土地利用計画策定
・将来的な需要喚起
までは想定してい
ない

1,000ha 超
の返還等

状況の変化 需要喚起方策がないと…

・当面の需要に応じ
た土地利用しかで
きず、利用できない
土地が大量に発生
する
・開発できなかった
地権者の生活再建
の不透明化

…

跡地間・地権者
間の不公平感

沖縄県内の経済
への影響

沖縄県の活性
化・自立への制
約

こういった状況に陥らないた
めに 1,000ha を超える土地を
活用する需要の喚起が必要
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このシナリオを達成するための需要拡大策の考え方は次の通りである。

図表 3-11：需要拡大策の考え方

３） 事業を推進する上での課題

上記考え方に基づき、事業を推進する上での課題を整理する。

図表 3-12：需要拡大策推進上の課題

需要を喚起するための方策 事業推進上の課題

１．1,000ha 超を活かす土地

活用構想の構築

・国際的な視野を有し戦略設計の可能な人材登用、組織の設

置が必要

２．構想を実現するための体

制・制度等の構築

・各主体の役割分担をコントロールする体制、組織が必要

３．需要喚起に向けた国の支

援策の構想

・税の減免等の直接的な優遇措置の制度化が必要

４．地権者の土地利用を抑制 ・個別利用や現在の地代に代わる収入確保のための土地活用

を希望する地権者の協力を得るため、地権者の啓発、合意形

成を実施する体制が必要

１．1,000ha 超を活かす土地活用構想の構築

→国内のみならず海外からも需要を呼び込んで跡地を有効に活用し、ひいては沖縄経済の

自立的発展に大きく寄与する構想を構築する

→構想の策定にあたっては、他地域との差別化を図るため、大規模であることの優位性等

と合わせて沖縄ならではの魅力を最大限に活用する

→できあがった構想を実現するための戦略を策定する

２．構想を実現するための体制の構築

→新規組織の立ち上げも含め、理想的な推進体制を構築し、必要に応じた制度・施策を国、

県、市町村に要望するなど、構想の実現を目指す

→体制の構築にあたっては、国・県・市町村及び事業実施主体との役割分担を明確にする

３．民間企業進出や民間投資誘発に向けた国の支援等及び県や市町村による支援の実施

→需要喚起のために、国による支援策、バックアップのための制度措置等を行う

→進出企業等の誘致に向けて、県・市町村による支援策を整備する

→民間資金調達の仕組みづくりにおいて支援策の実施（3-4「資金調達(2)民間資金等の調達」

参照）

４．地権者の土地利用を抑制

→個別の土地利用の抑制によって大きな土地需要を呼び込むことが可能となり、結果とし

て跡地の早期の有効利用につながるという認識を地権者が共有すること等も重要
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（４） 事業を推進する上で必要な制度措置の提案

世界規模の戦略を立て、実行するためには、専門のスタッフを擁する組織・体制が必要となる。

その実現のためには、跡地整備事業主体内部に企業誘致を担う機能を設けると共に、国、県、市町

村、民間資本をはじめとする各方面の協力、役割分担等が必要と考えられる。

さらに、こうした取り組みをバックアップするためには、国や県・市町村が協力して役割分担の下

で、支援措置を行うことが必要となる。

その支援措置の例としては、以下のような整理も考えられる。

図表 3-13：需要拡大策推進への支援措置例

その他、跡地への需要喚起方策としては、例えば職住近接でゆとりと安心・安全な居住環境やリゾ

ート施設を活用した余暇の充実など、働く者にとって魅力的なまちづくりを実現するための取り組み

も有効と考えられる。

国の支援策 ・税の減免等の優遇措置の実施

・特区の指定や優秀な人材の斡旋等の制度措置等によるバックアップの実施

・国際レベルでの進出企業などの情報収集や情報発信などの PR 等の実施

・県・市町村税の減税分の補填

県の支援策 ・法人県民税の減免等

・県内外への PR、国の支援策について県内調整及び要請等

市町村の支援策 ・企業等の進出に必要なインフラ整備の実施

・進出企業に対する法人税・固定資産税の減免等の実施
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図表 3-14：（参考）三重県クリスタルバレー構想における優遇措置等の一例

１．バレー構想先端産業等立地促進補助金

・建物、機械設備等補助対象となる投下償却資産額の 10％又は 15％を補助（土地は対象外）

２．基幹産業立地促進補助金

・5 億円を定額補助又は、5 億円を上限に、操業開始後三重県に納付した法人県民税及び法

人事業税の 8 割を補助（土地は対象外）

３．研究開発施設等立地促進補助金

・建物、機械設備等補助対象となる投下償却資産額の 10%(土地は対象外)

４．産業集積促進補助金

・土地、建物、機械設備、福利厚生施設の取得費について、投下固定資産額×１５％

５．地域競争力強化支援制度（日本政策投資銀行）

・三重県が策定したクリスタルバレー構想推進プログラムに基づいて、ＦＰＤ（フラットパ

ネルディスプレイ）関連事業を行う企業などに対して低利での融資

・原則として、設備（土地、建物、構築物、機械器具等）の取得（改修、補修を含む）に関

連した資金を対象 に対象工事の５０％を限度

・金利は政策金利
誘致例：シャープ亀山工場

※シャープホームページより



図表 3-15：（参考）中国深圳（経済特区）の概要と優遇措置等 
概要 寒漁村を都市開発し、税の減免、労働者の供給などを行い、一大都市に発展。

根拠 改革開放政策の一環

目的 ・国の経済の遅れを取り戻すための牽引役として、経済の管理の方法を学ぶ場所

として整備し、四つの窓口（技術、管理、知識、対外政策）を設置

・国際市場を相手として原材料の輸入・製品の輸出

主な特例の内

容

○企業の所得税の一定期間の減免

・生産型企業：経営期間 10 年以上、利益後 2 年間を免税、3 年間を 10%（本税

15%）に減税

・先進技術企業の場合さらに 3 年間 10%に減税

・製品輸出企業は無期限 10%減税

・非生産型企業：経営期間 10 年以上＆出資額 500 万ドル以上の場合、1 年間免

税、2 年間半額に減税

○税の還付

・利益を再投資した企業に対し納税額の 40%還付

○関税等の減免

・建築資材等の物品税の減免

・製品輸出にかかる関税免除

・特区内で製品販売について石油、酒、タバコ等以外は免税
35

失業率の改善など本土との格差是正には、労働環境＝産業誘致に対する国と地方と一体となった

取組みが必要であり、その一例として、現地の労働力を活かして国際交易を行っている中国深圳に

見られるような経済特区等の制度活用も考えられる。

その他 ○人材

・初期の人材は中央政府や地方政府から建設、土木をはじめ、工業関係のエキス

パートを投入、その後は深圳への投資による経済効果で全国から人材が集まるよ

うになった。
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3-3 ２段階施行

（１） 課題の本質の整理

① ２段階施行の必要性

図表 3-16：2 段階施行の必要性

（県・市町村）

人口増を背景とす

る住宅供給型の土

地区画整理事業に

より跡地利用を推

進。

状況の変化

健

・ メ

興

・ 税

の

全面的な整備をすると

現状の取組み

需給バランス不均衡

・ 供給過剰による地

価水準低下、低密度

スプロール

・ 地区間競争による

共倒れの懸念

根幹的都市施設の
早期整備と段階的
整備の必要性

返還等

都市構造の改善には寄与

・ 根幹的都市施設の整備を推

進することは可能

投

・

・

鈍化
全な都市形成に失敗

大規模な跡地のスケール

リットを活かせず沖縄振

の機会を逃す

低密度スプロールにより

収が伸びず、一部市町村
1,000ha 超
の基地跡地
人口増加の
財政運営に支障を来たす

2段階施行の仕組み
が必要

資効果が不十分

公共投資に見合う経済波

及効果が期待できない。

地権者の生活再建が進ま

ない
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② 2段階施行の有効性

大規模返還に伴う懸念材料を捉え、全面区画整理での対応の場合、2段階施行での対

応の場合を比較評価することで、2段階施行の有効性を明らかにする。比較結果を以下

に整理する。

図表 3-17：2 段階施行の有効性

大規模返還に伴う懸念材料 全面区画整理で対応の場合 2 段階施行で対応の場合

土地利用が見定まらないの

ではないか？

区域全体で土地利用計画を

策定するため、整備内容が

固定化されてしまう。

土地利用がある程度想定可

能な範囲まで整備内容を決

める。

散発的な開発が進むのでは

ないか？

当面の土地需要が限られる

ため、散発的な土地利用が

進む可能性がある。

当面需要のない土地の整備

を遅らせることにより、散

発的な開発を回避すること

ができる。

宅地の供給過剰となるので

はないか？

土地需要にかかわらず、宅

地が整備される。

土地需要に見合う宅地整備

が可能となる。

公共投資に見合う経済活動

が生まれないのではない

か？

需給バランスがとれないた

め、公共投資に見合う経済

活動が見込めない。

経済活動に見合う適正な公

共投資が可能となる。

地権者の投資や負担に見合

うリスクの軽減方策はある

か？

地権者の意向にかかわら

ず、全域で土地が使用収益

される。

地権者の意向に合わせた管

理区域への換地も可能とな

る。
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（２） 事業計画立案にあたっての基本的考え方

２段階施行にあたっての原則を踏まえ、事業計画立案にあたっての基本的な考え方を

整理する。

① 需要に見合った整備

大規模跡地エリアの都市開発は、需給均衡及び経済合理性の確保が課題と考えられる。

那覇広域都市計画区域マスタープランにおいては、まだしばらくは人口が増加すると予

想しているものの、市街化圧力を駐留軍用地跡地に適切に誘導して、円滑に跡地開発を

進めるものとしている。このため、需要に見合った整備を行うことで、経済合理性を確

保することが望まれる。

上記を踏まえ、返還にあわせた基地跡地整備時に、即時の都市機能としての役割では

なく、将来の「経済の活動」の役割を担う場所として「リザーブ用地」を位置づける。

② ２段階施行に対する県民等のコンセンサス

大規模跡地エリアの都市開発は、沖縄振興や地権者の生活支援に寄与することが求め

られる。しかし、都市開発の実施に際しては、莫大な事業費がかかり、これらの多くは

国民、市民などからの税金からまかなわれることから、事業の投資効果について、県民

等のコンセンサスを得ながら、2段階施行を推進する必要がある。このため、県民など

のニーズに即したわかりやすい整備目標設定や、事業の実効性を高めるための情報提供、

事業の透明性を確保する事業評価などの取り組みを県民、市民、有識者、ＮＰＯ団体な

ど多様な主体の参画を得ながら推進していくことが望まれる。



（３） 2 段階施行の仕組みに関する考え方

① ２段階施行の仕組みのイメージ

大規模跡地エリアでの2段階施行の仕組みのイメージは以下のとおりである。

図表 3-18：2 段階施行の仕組みのイメージ

第 1段階：根幹的都市施設等の先行整備

・事業実施主体が大規模跡地エリア全体を

対象に施行

（リザーブ用地も含む）

基

○

○

○

第 2段階：段階的土地利用の推進

・事業実施主体がリザーブ用地を対象に基

盤整備を施行

事業実施主体管理地

○中核施設用地

○リザーブ用地

基盤整備対象

○事業実施主体管

理地のうちリザ

ーブ用地部分

事業実施主体管理地

○中核施設用地

○施設誘致用地

2

（第

（第
盤整備対象

根幹的都市施設

事業実施主体管

理地のうち中核

施設用地
39

一般地権者用地

段階施行イメージ図 （大規模跡地エリア Ａ地区）

事業実施主体管理地の暫定利用部分についての都市開発

根幹的都市施設及び一般地権者用地の都市開発（区画整理）1 段階）

2 段階）

利用

租造成等

（リザーブ用地）

整備（全体区画整理）

地権者利用

基盤整備対象 事業実施主体管理地

体運用

暫定利用又

は未利用

又

は未利用

）

運社

）

運社

利用整備（残分基盤整備） 基盤整備対象

根幹的都市施設 根幹的都市施設

根幹的都市施設

地権者利用

租造成等

（リザーブ用地）

租造成等

（リザーブ用地）

（施設誘致用地）

（リザーブ用地）

根幹

（中核施設用地）

（

運社

（施設誘致用地）（施設誘致用地）

暫定利用又

は未利用

事業実施

主体運用
暫定利用又
事業実施
は未利用

事業実施

主体運用

的都市施設

主体運用
暫定利用
地権者利用
基盤整備

（一般地権者
基盤整備

（一般地権者
主体管理地
事業実施
主

基盤整備
租造成等
基盤整備
地権者利用

主体運用
基盤整備

施設誘致用地）
基盤整備
基盤整備

事業実施
事業実施
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図表 3-19：第一段階における都市開発のイメージ

項目 事業として行う内容

広域的施設

（中南部都市圏域）

・ 用地確保のみ

（公共施設管理者負担金対象）
根幹的

都市施

設
都市内施設

（市町村域）
・ 管理移管可能な状態まで整備

中核施設用地 ・ 使用収益可能な状態まで整備事業実

施主体

管理地 リザーブ用地 ・ 租造成又は未整備

基盤

整備

一般地権者用地 ・ 使用収益可能な状態まで整備

個別利用と事業実施主体管

理の選択を事前に行う場合

・事業実施主体管理地と個別利用地への配分

地権者用地は、地権者の

申し出に基づき、事業実施

主体管理地と個別利用地へ

配分（換地）する。

・事業実施主体管理地への換地

地権者の任意の申し出換地や高度利用推進区

制度※を活用した集約換地を行う。

・一般地権者用地への換地

個別利用が可能な換地区分を行う。

整備

権利

調整

リザーブ用地へ地権者用地

を公平に配分する場合

・第一段階整備地（中核施設用地、一般地権者用地）

とリザーブ用地への配分

地権者用地は、地権者の

合意に基づき、第一段階整

備地とリザーブ用地へ一定

の割合で配分（換地）する。

・第一段階整備地への換地

地権者の申し出に基づき、事業実施主体管理

地、一般地権者用地への換地を行う。

・リザーブ用地への換地

地権者の任意の申し出に基づく各筆独立の集

約換地を行う。

※土地区画整理事業の制度で、申し出によりあらかじめ定めた区域に換地を集約する制度。

項目 利用形態の想定

中核施設用地 ・ 恒久的な利用事業実施主

体管理地 リザーブ用地 ・ 暫定利用又は未利用土地利用

一般地権者 ・ 各々で土地利用

事業実施主体管理地

個別利用地

第一段階整備地

リザーブ用地

分割

分割



41

図表 3-20：第二段階における都市開発のイメージ

項目 事業として行う内容

基盤

整備

事業実施主体管

理地
施設誘致用地 ・ 使用収益可能な状態まで整備

整備

権利

調整
・ 一段階目の権利調整状況に即し、必要に応じて権利再調整を行う。

項目 利用形態の想定

土地利用
事業実施主体管

理地

中核施設用地

施設誘致用地
・ 恒久的な利用

② ２段階施行にあたって必要な組織機能

2段階施行にあたって必要な組織としての機能を以下に整理する。

a. 戦略立案体制の整備

計画立案にあたっては、これまでの都市開発とは異なり、需要が十分に発生しきれな

い状況下での対応が求められる。このため、これまでの都市開発とは違った長期的な需

要の発生を呼び込むための視点で新たな戦略を立案していく体制の整備が必要である。

b. プロジェクト推進体制の整備

2段階整備においては、事業の仕組みを浸透させることと併せ、これまでの専門のノ

ウハウに基づいた、円滑な事業推進が求められる。このため、行政関係者、法律家、専

門コンサルタント、民間デベロッパーなど、多様な機関、専門家との連携及びこれらを

統括するプロジェクト体制の整備が必要である。

c. 権利調整体制の整備

リザーブ用地を確保するための地権者の権利調整には、地権者との十分なコンセンサ

スが求められる。このような中、地権者は、普天間飛行場地区だけを見ても3,000人を

上回り、膨大な調整期間が見込まれる。このため、地権者の窓口となる地主会との連携

体制構築はもちろんのこと、専従などによる権利調整のための人員体制の整備が必要で

ある。
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③ 普天間飛行場地区における２段階施行のシミュレーション

普天間飛行場地区をモデルとして、2段階施行を推進した場合のシミュレーションか

ら、事業推進上の問題点を明らかにする。

a. 地権者意向と土地利用のギャップ

普天間飛行場地区のシミュレーション条件における地権者意向と想定土地利用計画

の比較は、以下の通りとなる。

平成15年度に宜野湾市が実施した意向調査による地権者の売却意向は、面積割合にす

ると地区全体の6％程度しかなく、任意の買収では沖縄振興に資する中核施設用地の確

保ができない可能性がある。また、土地供給量をコントロールするリザーブ用地を満た

すためには、土地活用意向者や売却意向者の取り込みが必要な状況となっている。

また、土地区画整理事業においては、過去の判例（昭和54年3月1日最高裁判決）から

集約先の従前地権者との合意の下であれば区画整理法第89条第1項の「換地照応の原則」

によらず、換地を定めることができるとされている。しかし、合意が得られる範囲での

集約化となるため、沖縄振興や土地の供給量のコントロールに資するまとまった事業実

施主体管理地の確保が効率的かつ安定的にできない可能性もある。

図表 3-21：地権者意向と想定土地利用計画の比較（一部再掲）

地
権
者
意
向

普天間飛行場跡地利用に関する意向調査（H16.3）宜野湾市（意向件数の割合：（%））

自己居住

11%

自己
活用

6%

需要
対象

7%

保留地

10%

中核

6%

リザーブ

23%

道路

14%

公園

23%

53ha 112ha69ha102ha30ha48ha35ha29ha

自己居住

17%

自己活用

9%

土地活用

20%

売却

6%

その他

20%

公共
用地

7%

先行買収

21%

80ha 100ha34ha97ha30ha96ha44ha

1%

公有地

3ha

沖縄振興や土地の供給コントロールに必要な用地

積極的に事業実施主体への譲渡を働きかける必要がある

シミュレーション設定値

住宅面積５０ha

想
定
土
地
利
用
計
画

（23%） （13%） （28%） （9%）

20%

土地活用

92ha

19%

(27%)

公有地

5ha

1%



b. 2 段階施行における収入源の確保

普天間飛行場地区で全面区画整理及び2段階区画整理を施行した場合の資金計画の比

較は以下の通りである。

全面区画整理では事業費855億円となるが、2段階区画整理では1段階目で737億円、2

段階目で118億円という段階的な財源措置が必要となる。

保留地を需要のある第1段階で全て処分するため、保留地処分費の一部は、第2段階で

の整備費用に充てる形となる（第1段階完了時に88億円の収入超過）。

資金フレームにおいて、第1段階で収入超過となる資金計画の是非、また、収入超過

となる資金計画での基本事業費導入の是非が課題となる。

図表 3-22：資金フレーム
単位：億円

全体事業費※1 第1段階 第2段階
備 考

（第2段階の事業費）

公共施設整備費 436 358 78

道路面積のうち、地

区施設の割合 60%

整理後宅地面積のう

ち、リザーブ用地の

割合 30%

60%×30%=18%

移転・移設補償費 15 15 0

その他 404 364 40

整理後宅地面積のう

ち、リザーブ用地の

割合 30%

第 2 段階でのリザー

ブ用地の整備割合

1/3

30%×1/3=10%

支
出

支出計 855 737 118

基本事業費 374 344 30

基本事業費のうち、

地区施設の面積割合

25%

整理後宅地面積のう

ち、リザーブ用地の

割合 30%

25%×30%=8%

公管金 0 0 0

保留地処分金 481 481 0
第 1 段階で地区全体

の保留地を処分

収
入

収入計 855 825 30

収入－支出 0 88 -88

第 1 段階での保留地

処分費を第 2段階で

流用する

土
地
区
画
整
理
事
業

事業費単価 1.8 － －

※１：地権者の協調・共同によるまちづくり事業の枠組に関する調査（平成 18 年 3 月 国土交通省都市･地域整

備局）
43
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（４） 事業を推進する上での課題

2 段階施行の仕組みや普天間地区におけるシミュレーションを踏まえた事業推進上の課題を以下

に整理する。

① 土地の集約再配置が円滑に進む仕組み

2段階施行においては、地権者の用地を第一段階で土地利用するエリアと暫定利用エ

リアに区分する必要がある。これを区画整理の換地手法でおこなう場合は、照応の原則

に基づかない任意の申し出換地を区域全体で行うこととなる。しかし、この場合、地権

者の合意形成や換地計画について、大きな時間リスクを抱えることとなる。このため、

土地の集約再配置に向けた円滑な地権者合意が得られる仕組みの検討が必要となる。

また、土地区画整理事業においては、照応の原則に基づく換地設計が基本となってい

るため（土地区画整理法第89条）、地権者の意思に関わりなく、従前地の位置を基本と

して換地される。その例外として市街地再開発事業区や高度利用推進区への申し出換地

制度等が存在するため、特に高度利用推進区の活用も想定される。しかし、高度利用推

進区の活用には高度利用地区や容積率を規制する地区計画の設定が必要となるため、土

地利用を制限するリザーブ用地になじまない可能性もある。

そのため、このような集約換地を実施するためには、土地区画整理法に新たな申し出

集約換地制度の設定、もしくは、基地跡地整備に限って申し出による集約換地が可能と

なるよう、例えば「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置

法」によって施行される特定土地区画整理事業における共同住宅区や集合農地区のよう

に、特別法に位置づけるなどの対応が必要と考えられる。

② 土地の共有化が円滑に進む仕組み

2段階施行においては、事業実施主体管理による土地の共同利用を担保する必要があ

る。これを区画整理の換地手法で行う場合は、地権者の任意の申し出に基づく短冊換地

や高度利用推進区を活用した一筆共有換地（換地を定めないで土地の共有持分を与える

こと）などが考えられる。しかし、この場合、共同利用をおこなうか否かは地権者の意

思に委ねられることや、高度利用地区や容積率に関する地区計画を前提とした高度利用

推進区がリザーブ用地では馴染まないために一筆共有換地ができないことなどの障害

がある。このため、土地を所有権等の物権だけでなく証券化等の債権として捉えるなど、

共有化が円滑に進む仕組みの検討が必要となる。

③ 土地利用コントロールが円滑に進む仕組み

2段階施行においては、健全な土地利用の誘導を図るため、事業実施主体の管理によ

る土地利用コントロールを行う必要がある。その方策の一つとして、上記にある土地の

共有化など、権利関係の整序が考えられる。これに加えて、既返還跡地における土地利

用計画と実際に立地した施設とのギャップを踏まえた対応や、リザーブ用地における土

地利用制限など、土地利用コントールに向けた規制誘導をおこなうことも望まれる。こ
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のため、きめ細やかに土地利用を誘導する地区計画の決定や建築基準法第84条のような

建築制限の実施など、多様な土地利用コントロール手法の検討が必要となる。

④ 事業実施主体管理地確保のための措置

2段階施行においては、第一段階で、沖縄振興や土地の供給量のコントロールに資す

るまとまった事業実施主体管理地の確保が必要となる。しかし、実際の用地確保にあた

っては、地権者からの任意の買収が円滑に進まないことや、用地買収の財源が確保でき

ないことなどが懸念される。このため、円滑な用地買収のための仕組みや借地などの用

地確保策を検討する必要がある。

⑤ 柔軟な財源コントロール

2段階施行においては、第一段階での整備が一部暫定的なものにとどまる。しかし、

区画整理の補助制度事業は、段階的な整備を想定していないことから、第一段階のみの

財源措置となることが懸念される。このため、第一段階での財源の一部を第二段階の整

備や維持管理で利用できるような2段階施行に対応した柔軟な財源措置が必要となる。

（５） 事業を推進する上で必要な制度措置の提案

2段階施行推進上の課題を踏まえた事業推進上の必要な措置は、用地取得、集約化な

どの土地利用コントロールの仕組み、収入源の確保などがあげられる。以下にこれらを

進める上で必要な措置について提案事項として整理する。

① 用地取得

図表 3-23：用地取得に必要な措置

内容

用地取得の

必要性

・ 沖縄振興に資する中核施設用地の確保のために用地取得が必要となる。

現行制度で

の対応

・ 任意での先買いが可能である。

・ 必要に応じ、買取以外の方法（借地など）による用地確保が可能である。

制度上の問

題点

・ 沖縄振興に向けた公的事業における土地取得について、現状では任意の買

収として土地売却について地権者に譲渡所得税が課税されるため、他の公

共事業における買収との間に差が生ずる。

・ 買収対象用地が大きいため、多額の買収資金を要し、事業実施主体の運営

等に支障が出る可能性が高い。

●区画整理運用指針

（公益的施設用地の買収について）

土地区画整理事業は、市街地整備及び宅地利用の両面において、中心的役割を果た

している事業であるが、国民生活の向上を図る上で、土地区画整理事業の施行地区内

における宅地利用の促進が望まれている。

このため、事業の施行と併せて公益的施設用地を取得し、公益的施設等の形成を図

り、計画的かつ早期に健全な市街地として成熟させるとともに土地の高度利用の促進

を図ることも考えられる。
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必要な措置

（提案）

○用地先買いに関わる税制特例

・ 事業実施主体が用地の先買いをするにあたり、税制上の特例措置の権能を

付与することにより、用地確保の円滑化が図れることが期待される。

○用地先買いに関わる財政上の支援

・用地買収にかかる資金については、主体のその後の運営等が円滑に進むよ

う国による支援が必要（出資等）

② 土地の集約化

図表 3-24：土地の集約化に必要な措置

内容

集約化の必

要性

・ 沖縄振興に資する中核施設用地の確保及び土地供給量のコントロールの

ために、土地の集約化が必要となる。

現行制度で

の対応

（任意の申出換地）

・ 地主会と連携し、事業前段階から任意の申出換地の合意形成を図ることが

必要。

（高度利用推進区への換地）

・ 高度利用地区や地区計画を都市計画決定し、地権者の申出に基づいて高度

利用推進区への換地を行う。

制度上の問

題点

・ 跡地管理に係る集約換地は、土地区画整理法の法定申し出換地制度に該当

しないことが考えられるため、地権者の合意を前提とした任意の申し出換

地となるため、特に底地権者の移転をはじめ地権者の合意が得られない場

合は成立しない

●特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得等の軽減〔2,000

万円特別控除〕

（特例の目的）

国土交通大臣、地方公共団体、都市再生機構又は地方住宅供給公社の施行する土地区

画整理事業における、減歩の緩和及び公共住宅、公益的施設用地の確保等、事業な円滑

な実施を図ることを目的としている。

●区画整理運用指針

（申出換地等に伴う留意事項）

申出換地とは、土地区画整理事業の換地計画において換地を定めるにあたり、施行地

区内の特定の数筆の土地につき所有権その他の権利を有する者全員が他の土地の換地に

影響を及ぼさない限度内において、これらの土地に対する換地の位置、範囲に関する合

意をし、この合意による換地を求める旨の申出があった場合に、施行者は、公益に反せ

ず、事業施行上支障を生じない限り、法第８９条第１項所定の基準によることなく当該

合意されたところに従って各土地の換地を定めることができるものである。

●土地区画整理法（第 89 条の 4）

（高度利用推進区への換地等）

第八十九条の四 第八十五条の四第五項の規定により指定された宅地については、換地

計画において、換地を高度利用推進区内に定め、又は換地を定めないで高度利用推進

区内の土地の共有持分を与えるように定めなければならない。
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必要な措置

（提案）

①集約換地の制度化

・ 申し出集約換地を土地区画整理法に位置づけるか、又は特別法で土地区画

整理法の例外規定を設けることが必要（現行制度上では高度利用推進区制

度を活用し、高度利用地区や地区計画を都市計画決定し、地権者の申出に

基づいて高度利用推進区への換地を行うことも考えられるが高度利用地

区の都市計画決定は限定的にならざるを得ない）

②土地の債券化

・ 地権者の土地を債券化するため、信託銀行等に信託をおこない、複数の信

託受益権を事業実施主体が一括して管理し、配当を分配する仕組みも考え

られる。

（下図イメージ参照）

図表 3-25：土地の債券化による土地の権利及び信託形態のイメージ（例）

各者の権利状態
段階

信託銀行等 事業実施主体 一般地権者

第 1 段階整備完了時

で各者は換地ごとに

所有
－

一般地権者が事業実

施主体へ民事信託
－

事業実施主体は自有

地と受託地を併せて

信託銀行に信託及び

再信託し、信託配当

の合計から一般地権

者に配当実施 事業実施主体への配当全

体から一定の配当

所有権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権

所
有
権

所
有
権

所
有
権

所有権
所
有
権

所
有
権

所
有
権

所有権
所
有
権

所
有
権

所
有
権

信託受益権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権

信
託
受
益
権
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③ 収入源の確保

図表 3-26：収入源確保に必要な措置

必要な事項 収入源の確保

収入源確保

の必要性

・ 大規模跡地エリアの計画的な都市開発をおこなうために、段階的な整備に

関わる収入源の確保が必要となる。

現行制度で

の対応

・ 区画整理の場合、国庫補助金、保留地処分金などが主な財源となるが、国

庫補助金で収支バランスがとられる。

制度上の問

題点

・ 各段階においては、総事業費を超える分の国庫補助金は収入として得られ

ないため、第2段階において収入源がなく、財源不足となることが懸念さ

れる。

必要な措置

（提案）

○1,2段階を通じた柔軟な財源措置

・ 第1、2段階での整備及びその中間での維持管理を含めた財源措置をおこな

い、全体を通して補助の適用を可能とする。

●国庫補助額

（組合等区画整理補助事業の補助基本額）

補助基本額＝土地区画整理総事業費－負担金等控除額（公共施設管理者負担金、鉄道

負担金、保留地処分金など）



3-4 資金調達

（１） 国の財政的支援

① 課題の本質の整理

図表 3-27：国の財政支援の必要性

（県・市町村）

硬直化した財政

状況下での跡地

利用推進

・ 経常収支比率

（H18年度）

県93%、宜野湾市

85%

（財政負担増加）

緊急的な投資の必要性

・ 跡地地区へのイン

フラ整備の要請

・ 既成市街地の機能

維持

状況の変化

散在的な需要への後追

国の財政的支援がないと

現状の取組み
1,000ha 超
の基地跡地
49

（投資余力減退）

収入源確保の必要性

・ 基地関連収入減少

返還等 い対応に追われる。

跡地整備の停滞

・ 沖縄振興に資す

る戦略的機能導

入ができない

・ 都市構造の歪み

解消の機会を逃

す

適正な跡地整備を行
うための国の財政的
支援が必要

人口増加の

鈍化



② 国の財政的支援の考え方

基地跡地の円滑な整備のために必要な、国の財政的支援の考え方は以下のとおりであ

る。

図表 3-28：国の財政支援の考え方

（国の直轄事業）

広域的都市施設の位置付けと整備

・ 沖縄振興に必要な機能を国で整備

（国の補助金）

財政的支援等の位置付けと措置

・ 基地跡地整備推進機構（仮称）や市町

村による跡地整備・管理の円滑化を図

るための財政支援

基地跡地の適正な整備
○広域的都市施設整備の位置づけと整備

→早期に沖縄振興、都市構造の歪み解消を図るために、広域的都市施設（地域高規格道

路、国営公園、一団地の官公庁施設等）を位置づけ、国で整備を実施する。

○財政的支援等の位置づけと措置

→早期に沖縄振興、都市構造の歪み解消を図るために、県及び市町村が行う跡地の整備

に対して財政的支援等の措置を位置づけ、支援を実施する。
50
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③ 普天間飛行場地区におけるシミュレーション

普天間飛行場地区モデルでの土地区画整理事業を都市開発の基幹事業とした場合の

都市基盤整備資金フレーム（全体整備）の試算結果は以下の通りである。

国費が、約2,600億円、県費が19億円、市費が約200億円となる。

図表 3-29：普天間飛行場地区及び周辺地区における都市基盤整備の資金フレーム 単位：億円

財政負担
事業費

国 県 市
実施主体 摘要

幹線道路
（基本事業費） 374 336 19 19

事業実施

主体

国：県：市＝9：0.5：0.5

（那覇新都心地区事例）

保留地 481 - - -
事業実施

主体

事業費は、シミュレーション設定値（参

考資料参照）

区
画
整
理

小計 855 336 19 19
事業実施

主体

国営公園 1,300 1,300 - 国

事業費 7.0 億円/ha(那覇新都心地区実

績)×100ha

用地費 6.0 万円/㎡×100ha で試算

広域幹線道路
（W=50m） 530 530 - 国

（飛行場周辺既成市街地整備計画調査

H12.9（宜野湾市）での試算）

都市内幹線道路
（W=30、18m） 450 360 - 90 市

（飛行場周辺既成市街地整備計画調査

H12.9（宜野湾市）での試算）

公共下水道 130 78 - 52 市

事業費=0.27 億円/ha 負担割合：国：

市＝6：4

(那覇新都心地区実績から想定)

上水道 78 35 - 43 市

事業費=0.16 億円/ha 負担割合：国：

市＝4.5：5.5

(那覇新都心地区実績から想定)

関
連
公
共
施
設
整
備

小計 2,488 2,303 0 185

合計 3,343 2,639 19 204

上記シミュレーション結果に基づき、2段階整備での下記の条件を想定した場合にお

いては、ピーク時に24億円（204億円×86％×14％）の市負担が発生する。これは、宜

野湾市単年歳出額の10％、普通建設事業費の54％にあたり、市財政へ多大な影響を及ぼ

すことが見て取れる。これに加え、公益施設整備を推進することを考慮すると国の財政

的支援は欠かせないと考えられる。

図表 3-30：宜野湾市の H14～H18 で普通建設費事業費 単位：億円

宜野湾市歳出額 普通建設事業費 構成比 備考

224 44 17.9 H14～18 の平均値

2段階整備 ピーク時市負担額試算 条件値

1段階目の整備率：86％（シミュレーション設定値※参考資料参照）

補助期間：15年（那覇新都心地区と同期間）

ピーク時負担率：14％（那覇新都心実績（7年目））
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④ 事業を推進する上で必要な制度措置の提案

普天間飛行場地区におけるシミュレーションを踏まえると、早期に沖縄振興、都市構

造の歪み解消を図るために広域的都市施設を国で整備することと合わせて、県及び市町

村が行う跡地の整備に対して国が財政的支援を実施することが挙げられる。

以下にこれらを進める上で必要な措置を整理する。

a. 広域的都市施設の整備

図表 3-31：広域的都市施設の整備に必要な措置

内容

国の関与に

よる整備の

必要性

・ 基地提供に起因する都市構造の歪み解消のために、国の関与による根幹的

施設整備が必要である。

現行制度で

の対応

・ 跡地の有効かつ適切な利用を促進するために必要な財政上の措置が位置

づけられている。

制度上の問

題点

・ 法では、国自ら施設整備に努めることまでは位置づけられていない。

必要な措置

（提案）

○国による広域的都市施設整備の努力義務化

・ 広域的都市施設整備の位置付け及び整備について、国などの努力義務とし

て法に位置づけていくことが望まれる。

参考法令：関西文化学術研究都市建設促進法

（施設の整備）

第７条 国及び地方公共団体は、第五条第一項（同条第四項において準用する場合を含

む。）の同意を得た建設計画（以下「同意建設計画」という）の達成に資するため、関西

文化学術研究都市の建設に必要な施設の整備に努めなければならない。

●沖縄振興特別措置法

（駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則）

第九十五条 国、沖縄県及び跡地関係市町村は、密接な連携の下に、沖縄の均

衡ある発展及び潤いのある豊かな生活環境の創造のため、駐留軍用地跡地の

有効かつ適切な利用を促進するよう努めなければならない。

（国の責務）

第九十六条 国は、前条の駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則（次条にお

いて「基本原則」という。）にのっとり、駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利

用を促進するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。
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b. 財政的支援措置

図表 3-32：財政的支援として必要な措置

内容

財政的支援

措置の必要

性

早期に沖縄振興や都市構造の歪み解消などに対応していくために、財政的な

支援措置が必要である。

現行制度で

の対応

・ 沖縄振興特別措置法において、沖縄振興に関わる基盤整備の特別措置がと

られている。

制度上の問

題点

・ 今後の沖縄振興に係る対応において、現行の沖縄振興特別措置法上の措置

が継続された場合は、社会資本整備に直接関連する部分に限定されるた

め、市町村の創意工夫や緑地保全策等の跡地利用に直接対応した支援措置

の拡大が必要である。また、現行制度での高率補助が適用・継続された場

合においても、大規模な跡地整備により、短期的に膨大な負担が発生する

状況等への対応も必要である。

●沖縄振興特別措置法

（国の負担又は補助の割合の特例等）

第百五条 沖縄振興計画に基づく事業のうち、別表に掲げるもので政令で定め
るものに要する経費について国が負担し、又は補助する割合は、当該事業に関
する法令の規定にかかわらず、同表に掲げる割合の範囲内で政令で定める割合
とする。この場合において、当該事業に要する経費に係る地方公共団体その他
の者の負担又は補助の割合については、他の法令の規定にかかわらず、政令で
特別の定めをすることができる。

国の負担又は補助の割合の特例（都市開発関連抜粋）

項目 補助率

道路（県道） 9/10

道路（市町村道） 2/3～9/10

都市公園 5/10

下水道 6/10～2/3

水道 5/10～7.5/10



54

必要な措置

（提案）

①高率補助の適用対象の増設

・ 現在の補助割合等の特例は維持する

・ 市町村の創意工夫や小公園・緑地保全策などの制度を高率補助適用対象に

することで、跡地整備の柔軟性を向上させる。

市町村事業に係る事項（まちづくり交付金等）

緑地保全に係る事項（特別緑地保全地区等）

②裏負担に対する財源措置

・ 事業費の地方公共団体が負担すべき部分のうち、一般財源の手当てが困難

な場合、事業実施主体による資金の立替により財政支出の平準化を図る。

・ 事業実施主体が事業に必要な財源（予算）を確保する。

③用地取得費用の出資等支援の実施

・ 土地利用コントロールのための土地管理事業運営にあたっては、全体の事

業収益が低いため、用地取得費を借入金等の金利や返済が伴う資金で確保

した場合では、事業の資金繰りが困難となる。

・ そのため、用地取得費は、金利や返済を伴わない出資金で対応することが

求められる。

参考法令：独立行政法人 都市再生機構法

（費用の負担又は補助）

第22 条 機構が第18 条の規定により特定公共施設工事を施行する場合には、その施行に

要する費用の負担及びその費用に関する国の補助については、特定公共施設の管理者が

自ら当該特定公共施設工事を施行するものとみなす。
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（２） 民間資金等の調達

① 課題の本質の整理

図表 3-33：民間資金等の調達の必要性

1,000ha 超
の 基 地 跡
地返還等

状況の変化

沖縄の振興に
資する施設立
地に対する円
滑な資金供給
が困難

民間資金が調達できないと…

中核施設の適確な立地を促進する

ための民間資金等の調達が必要

[沖縄振興計画：後期
展望]
民間主導による自
立的かつ持続的発
展に向けた取組強
化が必要人口増加の

鈍化（住宅
地需要の減
少）

沖縄の振興に
資 す る 施 設
（中核施設）
立地の好機会

沖縄の自立の
好機会を生か
すことができ
ない

土地需給バラ
ンスの不均衡

インセンティ
ブ（誘因）の原
資である土地
活用が進まな
い

・土地利用コントロ
ール（土地管理区
域）が必要

・土地管理区域への
参画、土地に対す
るインセンティ
ブ（誘因）の付与
が必要

土地管理区域
への参画が促
進されず土地
管理が困難

市場性のない
土地が供給さ
れ地価下落等
により沖縄経
済に混乱を与
える

地主の生計に
影響を及ぼす

沖縄の振興に
資する施設立
地に対する適
確な用地提供
が困難
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② 民間資金等調達の考え方

中核施設の安定的な立地を促進するために必要な、民間資金調達の考え方及び各主体の役割は以下

のとおりである。

図表 3-34：民間資金調達（イメージ）

■地主（土地管理区域）

（役割）

・土地利用の権限を土地管理主体に委ねる

・公的評価（軍用地料）から市場評価（土地活用）への移行について十

分な認識が必要

・リターン（収益）を得るために相応のリスクを受け持つ

■土地管理主体

（役割）

・土地管理区域内の土地利用権を取得する

・中核施設用地を適確に提供する

・暫定利用エリアを適切に管理する

■建物事業主体

（役割）

・沖縄の振興に資する開発（施設建設）を行う

■建物収益管理（アセットマネジメント）主体

（役割）

・建物から生じる賃貸収入等を安定的に確保し、物件の資産価値を維

持する

土地利用権
（一括）

■民関資金

・金融機関

・投資家 等

土地利用権
（施設毎）

対価

対価

収益管理

出資 配当 出資 配当

資金供給の
安定化資資金金のの調調達達

出資 配当 地主収入の激変緩和措置

公的機関による
支援
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a. 地主（土地管理区域）

◇土地利用権限を土地管理主体に委ねる

中核施設用地は、需要に応じ適時適確に提供する必要がある。よって、土地管理区域

の土地利用権限は個々の地主が持つのではなく、土地管理主体に一括して委ねる必要が

ある。

◇公的評価（軍用地料）から市場評価（土地活用）への移行に対する認識を持つ

軍用地料は、公的評価に基づき算定されている。一方で、民間資金調達では、投資対

象プロジェクトが不動産市場で評価され、評価相応の資金を調達することになる。

それを踏まえ地主は、公的評価によって支えられてきた軍用地料と市場評価との間に

乖離が発生する可能性について充分な認識が必要である。

◇リターン（収益）を得るために必要な相応のリスク（出資）を負う

開発に対し投資を募る際、相当程度リスク（不確実性）が縮小していなければ、投資

を促すことは困難である。

リスクが残存している場合、地主の収益を確保する観点から、その一部を地主が負い、

投資の安全性を高める必要がある。

b. 土地管理主体

◇土地管理区域内の土地利用権限を取得し管理目的の用に供する

土地管理主体は、土地管理区域内の土地利用権を取得し、中核施設の需要に応じ適時

適確に用地提供するとともに、供給量調節のための暫定利用を適切に行う必要がある。

c. 建物事業主体

◇沖縄の振興に資する開発（施設建設）を行う

建物主体は、沖縄の振興に資する開発（施設建設）を行う必要がある。（沖縄の振興

に資する開発か否かを認定する主体が別途必要）

d. 建物収益管理主体

◇物件の資産価値を維持する

投資家や地主への利息、配当または償還金の原資は、物件からの収益（キャッシュフ

ロー）に依存する。

よって、建物収益管理主体が、収益が安定的に発生し物件の資産価値が維持するよう

努める必要がある。
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③ 事業を推進する上で必要な制度措置の提案

事業を推進する上では、民間資金供給の安定化及び地主の収入激変緩和のため公的機関による措置

が必要となる。

図表 3-35：民間資金調達に必要な措置

課題 問題点 必要な制度措置（提案）

■民間資金供給の安

定化

・市場メカニズムの導入は重要だが、

資金供給が不安定となった場合

は、沖縄の自立的かつ持続的発展

に影響を及ぼす。

・公的機関による以下の措置

◇土地管理主体に対する補助金

等の財政措置

◇開発に対する出資・債務保証

等の金融措置

◇配当に対する所得税や法人税

軽減等の税制措置

■地主収入の激変緩

和

・公的評価に基づき算定されている

軍用地料から、不動産市場の評価

への移行に伴い、地主の土地賃貸

収入の減額が予想されるが、急激

な移行は地主の生計に大きな影響

を及ぼす恐れがある。

・公的機関による以下の措置

◇給付金支給に係る特例（延長）

措置

◇配当に対する所得税や法人税

軽減等の税制措置
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図表 3-36：（参考）民間資金調達スキームイメージ

中核施設

事業主体

・建設

土地管理区域

地主

特別目的事業体

（ＳＰＶ）

信託受益権
（建物）

不動産

(信託受

益権)

ﾃﾞｯﾄﾞ

(負債)

基地跡地整
備推進機構

不動産管理主体

[基地跡地整備推進

機構（仮称）]

・土地の取得、維持

管理及び運用

・土地の維持管理及

び運用（受託）

・建物の維持管理及

びﾃﾅﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（受託）

融資
(ﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ)

利子・返済

ｴｸｲﾃｨ

(資本)
投資家

出資

配当

税制措置
（所得税、法人税）

融資
（建設資金）

土地利用権

債務保証

出資・融資・補助金

配当

受益権代金

公的機関による
支援

A1～Ax 企業

信託会社

出資

金融機関

信託会社

土地
所有権

土地
利用権

土地
の信託

信託
受益権

土地管理運用委託

信託受益権

建物管理運用委託
出資

注）スキームの実現性については別途金融の専門的見地からの検討が必要

運
用
益

運
用
益

利
子
・
返
済

建物の信託
（＋土地利用権）

信託会社 信託会社
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第4章 跡地利用の推進体制

4-1 推進体制のあり方

（１） 開発に必要な主体

第2章において、開発に必要な主体として、複数の市町村に跨る跡地の利用計画の総

合調整やコーディネート機能、大規模な跡地の整備や土地利用を行う事業機能とこれら

の取り組みを後ろ盾するチェック機能の3つを挙げた。これら機能が互いに連携・役割

分担をすることにより、計画的な基地跡地整備が進むものと考えられる。

そこで、各機能をもつ主体の必要性を以下に整理する。

① 総合調整・コーディネート主体

嘉手納飛行場より南で返還される基地跡地は、牧港補給地区（キャンプキンザー）、

普天間飛行場、キャンプ瑞慶覧をはじめとして、中南部都市圏の枢要な位置を占めてお

り、国、県及び関係市町村が密接に連携し、跡地利用の促進を図る必要がある。

また、これらの跡地利用には、複数の市町村が関係しており、互いの連携・協力の下、

沖縄振興の上で全体最適となるような跡地利用の推進が必要である。このため、沖縄県

が中心となって中南部全体の跡地利用計画推進に関わる総合調整、コーディネートを担

う主体を確保することが必要である。特に、市町村が主体となって策定中の跡地利用構

想を横断的に調整し、中南部都市圏全体の跡地利用を適切にコーディネートしていくこ

とが望まれる。

図表 4-1：総合調整・コーディネート主体の必要性

中南部都市圏の枢要な位置を占める大規模な跡地利用

沖縄振興

・ 県土の有効活用

・ 新たな産業機能

の誘致

市町村レベルの跡地利用

地権者等 市町村等

跡地利用計画

地権者の生活再建 市町村の課題

中南部都市圏で全体最適となる跡地利用計画の調整が必要

沖縄県の振興のために、沖縄県が中心となって、

総合調整、コーディネートする主体が必要
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② 大規模な跡地の開発事業主体

嘉手納飛行場より南で返還される基地跡地の跡地利用に期待される目的は、その規模、

位置などによって様々である。特に、沖縄振興の貴重な空間として期待される大規模跡

地エリアは、計画的な開発及び土地利用を誘導することにより沖縄振興に資することが

期待される。このため、これらの跡地には、国、県、市町村、地権者、民間企業などの

多様な主体と調整しながら、円滑に事業執行ができる機能、ノウハウを有する事業主体

が必要である。

なお、中小規模跡地エリアで沖縄振興に資する特別な土地利用が要請されない場合、

市町村や組合・会社等の民間で施行が可能であると考えられる。ただし、この場合にお

いても、市町村の規模や行政能力に比して跡地の規模が見合わないケースなど、市町村

や民間単独での施行が困難なときは、市町村等の要請に柔軟に対応できる仕組みが必要

となる。

図表 4-2：大規模跡地エリアにおける事業主体の必要性

図表 4-3：中小規模跡地エリアにおける事業主体の必要性

組合施行：
初期資金の確保、多数の地
権者の早期合意、計画的な
土地確保等で課題

市町村施行：
資金・マンパワーで課題、市
町村をまたぐケースも想定さ
れる

沖縄県の振興のために、開発及び土地誘導

を実行できる事業主体が必要

土地利用への要請 事業主体への要請基盤整備への要請

大規模な跡地の事業
の円滑な施行が必要

沖縄振興

そのためには土地売買、土地保有も必要

施設誘致や市街化誘導の仕掛けが必要

地権者の生活再建

組合・市町村でも十分可能
沖縄振興に資する土地
利用は要請されない

市町村等の要請に柔軟に

対応できる仕組みが必要

（想定される状況）
・ 市町村規模や行政能力に対し、跡

地の規模が過大

土地利用への要請 事業主体への要請基盤整備への要請

中小規模事業の施行
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③ 跡地利用を促進するチェック機能

嘉手納飛行場より南で返還される基地跡地の跡地利用は、地権者だけが関わる問題で

はなく、沖縄振興に資する貴重なエリアとして、県民全体の視点も必要である。さらに

その整備には多額の公共投資を要することが見込まれることから、公共性の視点を含め

た議論が必要である。また、跡地利用を促進するには、事業機運の醸成や、事業の公正

性、透明性を確保することも重要となる。

そのため、大規模な跡地の利用促進にあたっては、広く県民の意見、アイデアを吸い

上げ、情報発信、合意形成を図る場の提供が必要となる。

図表 4-4：跡地利用推進に関するチェック機能の必要性

公費投入(国民)の視点 生活再建(地権者)の視点跡地利用推進(県民)の視点

跡地整備には多額の公共投
資（＝国民の税金）が必要
となる

宅地の過剰供給が想定され
る中、地権者の生活再建も
同時に勘案する必要がある

生活再建の方策が、これま
でのように地権者の土地活
用では成り立たない可能性
がある

従来の土地活用と異なる生
活再建策を模索する必要が
あること

沖縄振興に向けてトータルで考えた跡地利用の促進が必要

そのための基地跡地利
用の PR、情報集約・発
信が必要

何が最善なのか、公平・
客観的にジャッジを行
う場が必要

跡地利用促進には関連する
公共財への投資（＝国民の
税金）も必要となる

跡地利用の推進に関する場の役割

基地跡地利用を契機とした
県土の自立的発展のため、積
極的な企業誘致等により、産
業振興を図る必要があるこ
と

基地周辺市街地を含めた都
市構造の再編が必要である
こと
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（２） ３つの主体の機能と組織のあり方等

開発にかかる組織のあり方を総合調整・コーディネート機能、大規模な跡地の事業機

能、及び跡地利用を推進するチェック機能の面から整理する。

① 総合調整・コーディネート

跡地利用の総合調整・コーディネート機能の担い手は、既存の跡地対策組織をベース

としてその位置づけを明確化する必要がある。その位置づけは、次の３ケースが考えら

れる。

図表 4-5：総合調整・コーディネート機能の担い手の位置づけ

ＣＡＳＥ 特徴 留意点

1：対策協議会（中南部分科

会）

・跡地対策協議会のうち、

国・県・関係市町村で構成

・実務的な協議を進め、最終

案を全体協議会で合意

・ 平成11年閣議決定を根拠とする跡

地対策協議会を活用する。

・ その下部組織として、1,000haを超

える返還に対応する専属事務局を

設ける。

・ 跡地対策協議会の再設

置にあたって、役割を

再整理する必要があ

る。

2：独立機関

・ 国・県・市・民間による

跡地利用の推進にかかる

調査研究機関の設置

・ 対策協議会とは別組織として、国、

県、市、民間から参画する跡地利

用に関わる調査研究機関を設置す

る。

・ 跡地利用の推進にかかる調査研究

を行い、それを踏まえた中で、構

想・計画に関する総合調整から跡

地利用に関するコーディネートま

で実施する。

・調査機関の成果が事業

に反映されるしくみを

担保することが必要。

3：駐留軍用地跡地対策沖縄

県本部

・ 県内部に市町村の個別プ

ランに関する調整機関を

もたせる

・これまでに、各市町村で跡地利用計

画は策定されてきている。

・そのため、基本的には各市町村で策

定している跡地利用計画を踏まえ、

県内部で調整を図る。

・沖縄全体の利益となる

ことはもちろん、全体最

適化が市町村や地権者

の最適化につながる側

面を捉え、市町村がこう

した共通認識をもつよ

う県としてコーディネ

ートを行う必要がある。
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図表 4-6：跡地対策協議会の体系と跡地利用計画策定の総合調整のあり方案

【既存の組織体系】

跡地対策協議会

代表参加

案案①①「「対対策策協協議議会会（（中中南南部部分分科科会会））」」

のの設設置置
（国県関係市町村で構成 最終案を跡地対策協

議会で合意）

跡地対策プロジェクトチーム

跡地関係市町村連絡・調整会議

跡地関係市町村連絡・調整会議幹事会

沖 縄 県

（駐留軍用地跡地対策沖縄県本部）

跡地利用支援関係機関

連絡会議

跡地関係市町村

内 閣 府

意見の反映

案案②②「「独独立立機機関関」」のの設設立立

国・県・市・民間による調査研究機関

（事業実施主体の権能を持つ）

案案③③（（駐駐留留軍軍用用地地跡跡地地対対策策沖沖縄縄県県本本部部））のの活活用用

跡地対策協議会に係る連絡会議
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② 大規模な跡地の開発事業

大規模な跡地の開発事業の担い手は、現行制度上、沖縄県及び独立行政法人が想定さ

れる。しかし、大規模な跡地の開発事業を推進するためには、それぞれ事業主体として

の機能が不足している。このため、開発事業の担い手は、新たに公共的なタスクフォー

ス法人の位置づけをおこなう必要がある。

図表 4-7：開発事業の担い手の考え方

なお、以下では公共的なタスクフォース法人を「基地跡地整備推進機構（仮称）」と

称する。

③ 跡地利用を推進するチェック機能の整備

跡地利用推進にあたって広く県民等から意見を吸収する場としては、フォーラムやア

ンケートの実施や、ホームページの開設による情報発信・意見の収集などが考えられる。

こうした活動については、国、県、市町村が中心となって、国民、県民、市町村民、

その他の民間等それぞれの対象者に向けて実施すると共に、各担当が集まって意見交

換・協議を行うことが考えられる。

需給バランスの不均衡への対応

・計画的利用

・計画的開発

公共的なタスクフォース法人が必要

大規模な跡地の事業主体に求め

られる役割

現状で想定される事業主体とその留意点

沖縄県

独立行政法人

・組織、マンパワー等の課題があ

る

・都市再生機構法では既成市街地

を対象としている

・組織見直しが予定されており、将

来の機能を想定することは困難
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（３） ３つの主体の関連と大規模な跡地利用の推進に向けた役割分担のあり方

① ３つの主体の関連性

上記で整理したように、大規模な跡地利用の推進体制については、総合調整・コーデ

ィネートを行う主体、大規模な跡地の事業機能を実施する主体、跡地利用を促進するチ

ェック機能を果たす主体の協力体制によって進められる。

以上から、３つの主体の関連性は、下図のように整理される。

図表 4-8：大規模な跡地利用を推進する主体の関連性

なお、嘉手納飛行場より南の1,000ha超の基地跡地が返還された場合に発生する問題

を解消するためには、第２章で整理したように、数々の課題への対応が必要となる。

このような課題への対応については、上記のような体制のみならず、その体制の構築

も含めて国や県・市町村・民間がそれぞれの役割分担によって対応することが必要とな

る。

また、事業を実施する主体として、基地跡地整備推進機構(仮称)の必要性を示したが、

その業務対象は基本的に大規模跡地エリアであり、それ以外の中小規模跡地エリアについ

ては、市町村又は民間が事業を進めることになる。

ただし、中小規模跡地エリアでも、複数の市町村にわたっているなど調整が困難な場

合や、ひとつの自治体の中で複数の地区を同時に事業化する必要があって、市町村が対

【公的なタスクフォース】：基地跡地

整備推進機構(仮称)

・大規模跡地エリアの面整備事業の施

行＋要請による開発

・核機能の導入

・市街地誘導（リーザブ用地の管理）

【構想主体】

・跡地利用施策の総合調整

・跡地利用に関するコーディネート

・地権者

・一般（市民・県民・

国民等）

・民間事業者等

・公共団体等

【広く一般から意見集約する

場】

・計画等に関する意見

・跡地に関するＰＲ、情報集

約、発信

国 県、市町村

構想の具体化、計画の実行

支援、役割分担によるバックアップ等

計
画
や
対
応
策
等
へ
の
意
見
、
要
望
等 意見・提案等



68

応できない場合などは、要請によって基地跡地整備推進機構（仮称）が施行することも

可能とすることが考えられる。

② 各主体と関係者の役割等

これまでに検討してきた跡地整備を推進するための基本的な役割分担の考え方は以

下のようになる。

・国：法制度・財政支援を含む支援策の策定、環境整備、助成制度等の策定

・県：沖縄振興の上で全体最適となる市町村間の跡地利用計画の調整

・市町村：県の示す方針に合わせ跡地利用計画の策定、及び地権者調整

・構想主体（跡地対策協議会等）：跡地利用施策の総合調整

・地権者：中小規模跡地エリアの事業主体、土地の自己利用・管理

・基地跡地整備推進機構（仮称）：事業主体及び土地管理の実施とそれに付随する必

要な事項

そこで、第３章「跡地利用の推進手法」で整理した「土地利用コントロール」、「土

地需要喚起方策」、「２段階施行」、「資金調達」の各項目でそれぞれ整理した課題に

対しても、基本的に国、県、市町村、民間、基地跡地整備推進機構（仮称）、構想主体

における役割分担の下で解消を図るものとなる。

こうした対応内容を課題ごと、対応者ごとに整理すると、次表のようになる。



図表 4-9：跡地利用の推進手法実施にかかる役割分担
種別 項 目 国 県 市町村 民 間 機 構

土地利用に対す
る地権者の理解
促進

－
情報発信 地元調整、勉強

会等の開催
情報発信

－
情報発信

土地管理主体の
管理地を土地管
理区域へ優先的
に集約するルー
ルの策定

－ －

事前の情報発
信、地元調整、
勉強会等の開
催

－

事業化段階で
の地権者合意
形成

１
．
土
地
管
理
の
仕
組
み土地管理事業の

成立に向けた支
援措置の整備

制度措置 市町村と調整
して支援内容
の整理

県と調整
－ －

世界的視野で戦
略設計を行う人
材登用・組織の設
置

県、市町村と調
整して跡地整
備推進機構(仮
称)を設定、支
援

国、市町村と跡
地整備推進機
構(仮称)設定に
ついて調整
機構へ有用な
人材の派遣

国、県と跡地整
備推進機構(仮
称)設定につい
て調整
機構へ有用な
人材の派遣

機構へ有用な
人材の派遣

県・市町村・民
間から有用な
人材受入

国の役割分担も
含むコントロー
ル体制、組織の設
定

県、市町村と調
整して跡地整
備推進機構(仮
称)を設定
各国への誘致
活動などの実
施

国、市町村と跡
地整備推進機
構(仮称)設定に
ついて調整
日本全国への
誘致活動の実
施

国、県と跡地整
備推進機構(仮
称)設定につい
て調整

有効な企画立
案、宣伝、情報
発信等の実施

事例分析、研究
による情報収
集・発信

２
．
土
地
需
要
喚
起
方
策

地権者の啓発、誘
導、調整の実施

－

地元説明等へ
の協力

地権者への説
明会、勉強会、
ワークショッ
プ等の実施、機
構の役割の紹
介等機構を地
元に馴染ませ
るような活動
の実施

地元説明等へ
の協力

－

用地先買いに関
わる税制特例

制度措置 市町村・機構と
必要な特例の
整理

県・機構と必要
な特例の整理 －

県・市町村と必
要な特例の整
理

第 1 段階の整備 広域的都市施
設の整備

－

供給処理施設
の整備

－

中核施設用地、
一般地権者用
地の基盤整備

３
．
２
段
階
施
行
に
よ
る
事
業
実
施

第 1、第 2 段階
を通じた柔軟な
財源措置

機構と調整し
て必要な財源
の確保、補助等
の支給制度を
確立

－ － －

国と調整

国による広域的
都市施設整備の
努力義務化

国→努力義務
を法に位置づ
ける

市町村と調整
し整備内容を
上位計画に位
置づける

県と調整

－ －

高率補助の適用
対象の増設

既存の制度の
継続と合わせ
法制度化

市町村と調整
して必要な内
容の整理

県と調整
－ －

裏負担に対する
財源措置

必要な制度化、
予算措置

市町村と調整
して必要な内
容の整理

県と調整
－ －

４
．
資
金
調
達
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民間資金調達 補助金、無利子
貸付等の制度
化、予算措置

SPC 等への資
本参加、債務保
証

SPC 等への資
本参加、債務保
証

SPC 等への資
本参加

資金調達の仕
組みの組成、出
資者の募集、
PR 等
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4-2 基地跡地整備推進機構(仮称)の制度化について

（１） 基地跡地整備推進機構（仮称）の担うべき役割

基地跡地整備推進機構(仮称)の主たる役割としては下記のように開発事業の主体と

して基本的に大規模跡地エリアの整備及び土地の管理、需要喚起方策等を行うことであ

る。また、これらの業務を遂行するために必要な資金確保等の付帯業務の遂行も必要と

なる。

こうした事業や土地管理等についての実施内容については、これまで整理してきたよ

うに、下記のようにまとめられる。

図表 4-10：基地跡地整備推進機構（仮称）の役割案

役 割 実施すべき内容

事業実施主体
１．大規模跡地エリアの事業実施

２．要請を受諾した場合の中小規模跡地エリアの事業実施

2 段階施行
１．県土振興、地権者支援を見据えた段階的な事業の遂行

２．地権者との調整、合意形成

土地管理

１．中核施設用地の管理

２．需給バランスをコントロールするリザーブ用地の管理

３．１，２のための土地の利用権の確保

４．地権者支援のため、３による土地の管理と運用

５．地権者との調整、合意形成

資金調達
１．用地買収、施設整備、土地管理のための資金(無利子借入金等)の調達

２．補助や助成など基盤整備事業のための資金調達

需要喚起

（企業誘致）

１．跡地利用促進＝県土振興のトリガーとなる核機能の誘導

２．企業誘致活動

３．PR 等の実施
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（２） 基地跡地整備推進機構(仮称)の法人形態

① 可能性のある法人形態

基地跡地整備推進機構（仮称）の組織形態は、昨年度調査で整理したように、株式会

社・組合・公益財団法人・独立行政法人・一部事務組合等各種の形態が考えられる（次

表参照）。

このうち、土地区画整理事業の施行権能を主に考えられる法人形態における性質等は

以下のように考えられる。

・株式会社：比較的設立は容易であり、事業目的も柔軟に考えられるが、基本的に利

益を上げて出資者へ配当することが求められるため、一定の利潤の追求

が必要となるが、公益性を担う側面と税制をはじめとする制度上の課題

が残る。

・組合 ：比較的設立は容易であるが、基盤整備については区画整理の施行とそれ

に関連する一定の行為のみが与えられた権能であることや地区全域の

地権者が組合員となって責任を負うこと、また、地区や行政区域をまた

いで比較的広範囲で組合を設立することは、その規模、人数からすると

困難と考えられることなどから、大規模な跡地整備及び土地管理等は困

難と考えられる。また、資金については、組合員の負担によるため、事

業へのリスク負担に組合員が耐えられるかどうかも課題となる。

・公益財団法人：出捐者の確保が必要となるが、それが可能であれば比較的資金調達

が容易になる。また、出捐団体からの人材確保も可能となるため、基地

跡地整備推進機構（仮称）の業務に適した人材の配置が期待できる。た

だし、区画整理の施行については新たに区画整理法に位置づけが必要と

なる。

・独立行政法人：設立には法制度化が必要。特定目的で設立されるため、比較的事業

の推進は容易。しかし、昨今の特殊法人改革が進められる中で、新たな

独立行政法人の設立が課題と考えられる。資金的には公的な予算措置な

どによる資金の確保が必要であるが、それも含めて基地跡地整備推進機

構（仮称）の制度設計をすることで対応可能となる。また、区画整理の

施行には新たに区画整理法に位置づけが必要となる。

・一部事務組合：都道府県知事の許可を得て設立されるため、比較的設立は容易。区

画整理の施行も可能。ただし、資金や人材は構成する各市町村の負担と

なるため限度があることや、需要喚起などの特定の分野では専門の人材

の確保が困難であるなど、課題も多いと考えられる。



② （参考）株式会社が施行する区画整理の要件と跡地での適用における留意点

土地区画整理法第3条第3項では下記の要件を満たす株式会社は区画整理の施行が可

能としている。

図表 4-11：会社施行土地区画整理事業の認可要件（土地区画整理法第 51 条の 6）

・株式会社であること

・会社が区画整理の施行を主たる目的としていること

・会社は公開会社でないこと（株式の譲渡に取締役会の承認が必要（非上場））

・総株主の議決権の過半数は施行予定地区の宅地の所有権者又は借地権者であること

･上記議決権の過半数を有する地権者株主の所有又は借地する土地と会社の所有する

土地の面積合計が2/3以上であること（下図参照）

上記のう

業務が同時

を株式会社

が必要とな

また、「

ること」及

有する土地

エリアの地

者数（普天

形成に相当
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ち、「区画整理の施行を主たる目的としていること」について土地管理等の

に可能かどうかは不明瞭である。そのため、基地跡地整備推進機構（仮称）

として設立する場合は、既存の事例の確認を行うと共に、所管省庁の判断等

る。

総株主の議決権の過半数は施行予定地区の宅地の所有権者又は借地権者であ

び「議決権の過半数を有する地権者株主の所有又は借地する土地と会社の所

の面積合計が2/3以上であること」の要件から、事業対象となる大規模跡地

権者の過半数が会社の株主になることが要求されることになるが、その地権

間飛行場の所有権者：約3,000人）から考えて、事業化にあたっては、合意

の困難を伴うことが予想される。

土地所有権 借 地 権

全てを満たす

人 数 面 積

２／３以上
２／３以上

面 積 人 数

２／３以上

＋

＋ 会社の所有する面積

土地所有権 借 地 権

全てを満たす

人 数 面 積

２／３以上
２／３以上

面 積 人 数

２／３以上

＋

＋ 会社の所有する面積



図表 4-12：基地跡地整備推進機構(仮称)の組織形態比較

株式会社 一部事務組合
法人の形態 地権者により

設立した場合

地区外投資家等地権者以外により

設立した場合

第 3 セクター

（株式会社の場合）

公益財団法人 地主組合 独立行政法人 又は

広域連合

設立根拠 会社法 会社法、市町村条例 公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律

土地区画整理法（区画整理につい

て）、民法（区画整理以外）
個別法（今後制定必要） 地方自治法

設立の容易

さ

・地権者の共同出資で設立

・地権者の引き受け合意があ

れば比較的容易に設立可能

（◎）

・外部投資家等の出資で設立

・出資者の募集が必要

→投資家の出資意欲を引き出すような

リターンとリスクのバランス設定が必

要（○）

・地元の出資者等と公共団体の共

同により設立可能

→議会承認が必要（○）

・行政庁の認認定、登記により設

立

→寄付行為が必要なため出捐者を募

る必要あり（○）

・区画整理以外については任意の団

体のため、設立は比較的容易

・区画整理施行には区画整理組合と

して設立認可が必要

→区画整理施行には全地権者の一定以上

の同意が必要（法定：2/3 以上）（○）

・個別の法律によって設立されるた

め、立法手続きが必要（△）

・市町村のみの一部事務組

合・広域連合：知事認可

・県を含む一部事務組合・

広域連合：総務大臣認可

→議会承認が必要（○）

基盤整備の

施行主体と

なりうるか

どうか

・区画整理施行は出資要件、

面積要検討を満たせば可能

（◎）

・区画整理施行は出資要件、面積要

件等を満たすために一定の地権者

の参画が必要

→地権者の合意形成促進が必要（○）

・区画整理施行は出資要件、面積

要件等を満たすために一定の地権

者の参画が必要

→地権者の合意形成促進が必要（○）

・現行法上は区画整理の施行主体

となれない

→区画整理の施行主体として位置づ

ける法改正が必要（△）

・区画整理については施行主体（組

合）としての要件を満たし認可を受

ければ可能（◎）

・区画整理施行には法改正が必要

→設置法の制定と区画整理法の改正で施

行主体として位置づけることが必要（△）

・区画整理の施行主体とな

れる（◎）

基 盤

整備

・一般の区画整理事業と同様に保留地処分が可能であれば事業成立

性は高い（◎）

・一般の区画整理事業と同様に保

留地処分が可能であれば事業成立

性は高い

・公共団体の協力により成立性向

上（◎）

・現行法上は区画整理施行は不可

能だが、法改正により可能となっ

た場合は出捐内容や保留地処分

の可処分性によって成立可能

→区画整理の施行主体として位置づ

ける法改正が必要（△）

・一般の区画整理と同様に保留地処

分が可能であれば事業成立性は高い

（◎）

・設立に合わせて法改正を行えば区

画整理の施行可能

・その場合、保留地の可処分性によ

って成立可能

→区画整理法で施行主体として位置づけ

ることが必要（△）

・一般の公共団体施行と同

様に成立性は高いが職員の

確保が課題

→専門の職員の大量動員が必

要（○）
事

業

成

立

性

基 盤

整 備

以外

・地権者のみの組織のため、

事業のノウハウ不足

→ノウハウを有する協力者の参入

促進が必要（○）

・ノウハウのある法人等の参画が期

待できるため事業成立性は高まる

→ノウハウを有する協力者の参入促進

が必要（○）

・ノウハウのある法人等が参画す

れば事業成立性は高まる

・公共団体の参入により成立性向

上が期待可能

→ノウハウを有する協力者の参入促進

が必要（○）

・ノウハウのある法人等が参画す

れば事業成立性は高まる

→ノウハウを有する協力者の参入促

進が必要（○）

・一般組合であれば事業可能だが区

画整理組合として設立した場合、他

事業は不可

（区画整理組合は区画整理の施行のみを

目的とした法人であるため、その制度改正

も困難と考えられる）（×）

・設立時に広域連携等の機能を持た

せて設立すれば可能

→設置法にそのような機能の位置づけが

必要（△）

・不可能ではないが民間ほ

どには管理運営のノウハウ

が少ないと考えられる

→民間等からの出向による専

門の職員の確保が必要（○）

資金確保可

能性

・多様な資金集めが可能だが、

一般地権者の出資可能額と対

外信用力のバランス確保が必

要

→妥当な資本金額の設定及び信用

力のある出資者の確保が必要

（○）

・多様な資金集めが可能だが、一般

地権者の出資可能額と対外信用力

のバランス確保が必要

・外部の信用力のある法人等の参画

で信用付与による資金調達が容易

→妥当な資本金額の設定及び信用力の

ある出資者の確保が必要（○）

・多様な資金集めが可能だが、一

般地権者の出資可能額と対外信用

力のバランス確保が必要

・さらに国が出資している場合は

対外的な信用力で資金調達が容易

→妥当な資本金額の設定及び信用力の

ある出資者の確保が必要（○）

・一般法人として多様な資金集め

が可能

・事業ノウハウのある法人等の参

画でさらなる採算性の確保が可

能（◎）

・一般の区画整理と同様に資金調達

可能だが、調達可能性は個々の事業

ごとに異なる

・基本的に保留地処分で資金確保す

るため、その可処分性に左右される

→行政等の協力が必要（○）

・資金については設置法制定時に検

討

→設置法に各方面からの支援等の位置づ

けが必要（△）

・新たな予算措置＆公共団

体間の分担の取り決めによ

り資金確保可能

→構成市町村の議会承認が必

要（○）

公益性の確

保

・区画整理等については地区ごとに認可手続き等で全地権者の一定の同意が必要なため公益性は保たれる

・その他の事業については困難

→区画整理等以外の事業については何らかの規制が必要（○）

・行政庁認定によるため公益性の

確保は可能

・さらに公共団体の出捐や参画な

ど、関与することで公益性の向上

が可能（◎）

・区画整理については主要手続きで

全地権者の一定の同意が必要となる

ため公益性は確保される

（◎）

・公益性を確保するように設立すれ

ば公益性の確保は可能

→設置法に明確化が必要（△）

・公益性確保は可能（◎）

社員・出資

者等の責任

の範囲

・出資範囲内での有限責任（◎） ・法人の責任とは連帯しない（◎） ・区画整理については組合員も施行

主体の立場であるため、事業に関し

て基本的に責任を負う（×）

・基本的に非連帯で設立可能

→設置法に明確化が必要（△）

－

（公共団体と同じ）

各事業の連

携の容易性

・区画整理法上は区画整理施行中は区画整理以外の事業はほぼ困難

→区画整理法の改正、若しくは機構については可能とする技術的助言等が必要（△）

・区画整理施行には法改正が必要

で管理運営等とを一体で行うよ

う制度化が必要

→区画整理法の改正等が必要（△）

・区画整理組合では別事業はできな

い（×）

・基盤整備と管理運営等を業務とし

て設立可能

→設置法にそのような機能の位置づけが

必要（△）

・容易（◎）
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税控除 ・区画整理施行に関しては一定範囲で税控除がある

・その他業務については一般の課税

→その他業務についても公益性の高いものについては税制特例の適用するよう制度改正が必要（○）

・公益事業は非課税、収益事業の

み課税

→業務内容について公益事業と収益

事業の明確化が必要（○）

・区画整理組合は非課税団体

・区画整理以外は基本的に課税（○）

・区画整理施行や公益事業は非課税

となるよう設立時に制度化

→設置法制定に合わせて租税特別措置法

の改正が必要（△）

・非課税（◎）

※ ◎：現状で可能又は特に問題なし、○：手続きを進めれば可能又は若干不都合はあるが有効、△：制度改正が必要又は制度的にハードルが高い、×：制度趣旨等から不可能
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③ 基地跡地整備推進機構（仮称）の法人形態のあり方

①及び②の整理から、基地跡地整備推進機構（仮称）の法人形態は以下のように整理

される。

基本的に基地跡地整備推進機構（仮称）においては区画整理の施行主体になることが

求められるため、①の中の法人では、現行法上では株式会社及び組合、一部事務組合が

対象となる。

しかし、株式会社は②で整理したように、相当の地権者の参加を必要としているため、

認可･運営が困難と考えられるとともに、土地管理等の区画整理以外の業務が可能かど

うかが不透明となる。

組合も同様に区画整理以外の業務が困難である。

また、一部事務組合については、認可要件等は問題とならないものの、その設立・運

営に関しては各市町村の財政、人材によることとなるため、これまでに整理したように

財政的及び求められる人員配置等への対応可能性から困難と考えられる。

したがって、①で整理した法人形態から、基地跡地整備推進機構（仮称）の法人形態

として可能性が高いのは、公益財団法人及び独立行政法人である。

いずれのケースでも、基地跡地整備推進機構（仮称）の組織化に当たっては国、県、

市町村、民間等が各自の役割分担でその機能や能力を結集することで、効果的な組織化

を目指すことが重要となり、その位置づけ（関連性）は、設立に関係する団体等との協

力関係によって決まるものとなる（次図（組織体系案）参照：ただし、これは一案であ

り、今後の検討によって確定されるものである）。

また、組織化にあたっては、その必要性、設立の目的等を沖縄振興関連上位計画に位

置づけ、組織法の立法措置および関連法の改正等を行うことが考えられる。さらに、基

地跡地整備推進機構（仮称）が公益財団法人や独立行政法人の場合は、施行者として位

置づけるなど区画整理法の改正が必要となる。

それまでに、法人形態の決定やそれに伴う制度化が必要な部分の明確化等の検討をさ

らに進めることが重要となる。
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図表 4-13：基地跡地整備推進機構(仮称)の組織体系の一案

【既存の組織体系】

跡地対策協議会

代表参加

跡地対策プロジェクトチーム

跡地関係市町村連絡・調整会議

跡地関係市町村連絡・調整会議幹事会

沖 縄 県

（駐留軍用地跡地対策沖縄県本部）

跡地利用支援関係機関

連絡会議

跡地関係市町村

内 閣 府

意見の反映

基基地地跡跡地地整整備備推推進進機機構構（（仮仮称称））

跡地対策協議会に係る連絡会議

資金調達、必要な制度措置等

人員派遣 人員派遣、支援策実施

人員派遣、支援策実施

民間団体

人員派遣
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④ 基地跡地整備推進機構（仮称）設立に当たって必要な考え方

基地跡地整備推進機構（仮称）は、広く関係者の協力体制及び役割分担の下で組織化

されるため、国や県・市町村から人材や資金面での協力を得て設立されることが考えら

れる。

しかし、基地跡地整備推進機構（仮称）がその機能を十分に発揮するためには、一定

期間後は初期の関係団体にとらわれず、いわば独立採算で事業を進めることも重要と考

えられる。

このような場合、沖縄の経済界や民間事業者など、民間との協働で事業を進めること

や、その後の人材登用についても基地跡地整備推進機構（仮称）単独で対応することが

考えられる。

特に運営資金については、立ち上げ時は各方面の支援を受けてスタートするとしても、

設立後一定期間で独立した組織としての足固めを行い、独立採算で運営していくように

シフトされることが考えられる。

基地跡地整備推進機構（仮称）の資金については、その法人形態によって異なるもの

の、初動期は国による予算措置等により設立、運営されるものと考えられるが、一定期

間後は、収益事業を加えるなど独自に資金調達することも重要と考えられる。

（３） 基地跡地整備推進機構（仮称）の組織のあり方

① 組織構成イメージ

上記のように、基地跡地整備推進機構（仮称）の法人形態としては公益財団法人、独

立行政法人が有力となる。

その場合の組織の構成イメージは以下のように考えられる。なお、基本的には公益財

団法人として整理するが、公益財団法人、独立行政法人とも、細部を除けばそれほど構

成に差はない。

図表 4-14：基地跡地整備推進機構(仮称)の組織イメージ

理事会

理事長・副理事長・理事

評議員会

○○部

・総務系業務

・企画系業務

事務局

各種委員会

△△部

・調査計画系

業務

□□部

・基盤整備系

業務

◎◎部

・土地管理運

営系業務

××部

・支援系業務

監 事
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図表 4-15：基地跡地整備推進機構(仮称)の基本的構成案

部署等 構成・細目 業務内容等
職員数

※
職員イメージ

理事長 機構を代表 1 ・事業に見識を有する者

副理事長 理事長の補佐等 1 ・上記に準ずる者

理事会

理事 意思決定への参加 13～18

(うち常勤

は数名)

・関係機関・団体を代表

する者等

監事 監事 監査 2 ・法務・会計等の専門家

評議員会 評議員 機構の運営等に対する意

見
40～50

(常勤では

ない)

・役割分担を担う機関の

関係者で十分な見識を

有する人物

委員会 個別のテーマごとに設

置

テーマごとに検討、提言
適宜

・テーマに精通した有識

者等

事務局長 事務局の代表・責任者と

して各部署を統括
1

・実務経験豊富な有識者

・総務系業務 庶務、会計、人事等を行

う
5

－○○部

・企画系業務 ・自主調査研究

・委託調査研究

・評議員会、委員会等の

事務局業務

5

・制度等に精通している

実務家

△△部 ・調査計画系

業務

・土地利用計画、中核機

能検討、企業誘致等
10

・不動産開発等の豊富な

実務経験者

･当該地区に利害関係の

ない者

□□部 ・基盤整備系

業務

・区画整理の施行に関す

る業務

（計画、換地、工事、補

償、測量等）

20～50

・区画整理の実経験者

◎◎部 ・土地管理運

営系業務

・土地買収、市街地誘導

に関する業務（買収・賃

貸借・運用等）

10

・不動産実務経験者

事務局

××部 ・支援系業務 ・要請に応じた開発の施

行に関する業務（計画、

換地、工事、補償、測量

等、自治体への指導・支

援含む）

5～30

・区画整理の実経験者

※職員数等は以下のように算出。

・理事長～事務局長は（財）関西文化学術研究都市推進機構の例から同様な組織（セクション）の構成員数を参照

・事務局職員は、那覇新都心でピーク時に概ね 25～30 人の職員（他機関からの出向等含む）が在籍していたことから、それを

ベースに複数の地区が同時に事業化した場合の増員を約 2 倍として算定し、幅を持たせた概数。



また、参考に既存組織の例として、以下に「(財)関西文化学術研究都市推進機構」、「(財)大阪湾ベ

イエリア開発推進機構」、「(独)都市再生機構」の 3 つの組織構成を示す。

a. ・(財)関西文化学術研究都市推進機構

図表 4-16：（参考）(財)関西文化学術研究都市推進機構の組織図

（役員の種

８名以内（

b. ・(財

図表 4-

（役員の種

上２２名以
別及び定数）：会長（１名）、理

会長、理事長及び常務理事を含

)大阪湾ベイエリア開発推進

17：（参考）(財)大阪湾ベイエリア

別及び定数）：会長（１名）、副

内（会長、副会長及び常務理事
79

事長（１名）、常務理事（２名以内）、理事（１３名以上１

む。））、監事（２名以上３名以内）

機構

開発推進機構の組織図

会長（７名以内）、常務理事（２名以内）、理事（１７名以

を含む。））、監事（２名又は３名）

※(財大阪湾ベイエリア開発推進機構ホームページより

※(財)関西文化学術研究都市推進機構ホームページより
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② 各段階での資金調達のあり方

基地跡地整備推進機構（仮称）の活動資金については、大きくは、基盤整備等の事業

を進めるための資金調達と、組織を維持していくために必要な資金調達に分けられる。

このうち、組織の維持に必要な経費分については、基地跡地整備推進機構（仮称）の

設立当初から基地跡地整備推進機構（仮称）が存続する限り必要となるが、仮に基地跡

地整備推進機構（仮称）の組織形態が民間の法人としても、駐留軍用地跡地の整備であ

ることなどや沖縄の発展に寄与するなど極めて公的な側面の強い組織であるため、設立

時においては国等からの資金によって設立されることが考えられる。

また、基盤整備などの事業においては、基本的には上記と同様の趣旨と一般従来の区

画整理事業等を踏まえ補助金や助成金、保留地処分金等により、資金を調達することに

なる。

基地跡地整備推進機構（仮称）の資金調達のあり方については、設立からの段階ごと

に以下のようになるものと考えられる。

a. 組織の立ち上げ時点

立ち上げ時に法人の形態をなすための必要な資金は以下のように考えられる。

・ 人件費

・ 社屋等の準備費

・ その他の経費

資金調達は、以下のように考えられる。

《設立資金》

・ 沖縄の経済的な復興に寄与するため、国からの資金供与

国が財源を措置するためには、国の財政上での位置づけが必要となるため、準備組織

段階から予算措置を行うと共に、設立に合わせて執行するよう、関係方面と調整するこ

とが重要となる。

《運営費》

・ 無利子貸付、低利子融資の活用（制度化）

・ 年度ごとの負担金（国、県、市町村等）

・ 独自の研究調査等の収益事業による収入
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b. 第 1 段階の跡地整備を実施する時点

基本的に、事業の初動期資金を公的金融機関等からの借入を行い、補助を活用して事

業化を図る。特に地権者の土地を取得するために必要な資金については、減価補償の区

画整理における従前公共用地相当分の買取と同様に、国の補助を活用するとともに、保

留地の処分が可能となった段階で保留地の売却益（保留地処分金）を得て、初動期の借

入金を弁済すると共に、残った事業の費用に充当する。

《区画整理の事業費》

・ 貸付金：初動期資金として無利子融資や低利子融資の活用。

・ 補助金：社会資本整備事業特別会計道路整備勘定補助、一般会計補助

・ 公共施設管理者負担金

・ 保留地処分金

・ 助成金 等

図表 4-18：（参考）シミュレーション結果による事業費等（再掲）

単位：億円

全体事業費
※1 第1段階 第2段階

備 考

（第 2段階の事業費）

公共施設整備費 436 358 78

道路面積のうち、地区施設の

割合 60%

整理後宅地面積のうち、リザ

ーブ用地の割合 30%

60%×30%=18%

移転・移設補償費 15 15 0

その他 404 364 40

整理後宅地面積のうち、リザ

ーブ用地の割合 30%

第 2 段階でのリザーブ用地の

整備割合 1/3

30%×1/3=10%

支
出

支出計 855 737 118

基本事業費 374 344 30

基本事業費のうち、地区施設

の面積割合 25%

整理後宅地面積のうち、リザ

ーブ用地の割合 30%

25%×30%=8%

公管金 0 0 0

保留地処分金 481 481 0
第 1 段階で地区全体の保留地

を処分

収
入

収入計 855 825 30

収入－支出 0 88 -88
第 1 段階での保留地処分費を

第 2 段階で流用する

土
地
区
画
整
理
事
業

事業費単価 1.8 － －

※１：地権者の協調・共同によるまちづくり事業の枠組に関する調査（平成 18 年 3 月 国土交通省都市･地域整

備局）
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c. 第１段階の整備完了時点（第２段階整備前）又は第 2 段階の整備後の管理運営を継続

する時点

この間に必要となるのは、基地跡地整備推進機構（仮称）の運営費に加えてリザーブ

あるいは最終的に管理する土地の管理運営費である。

管理用地の運営費については、公租公課、事務費、リザーブ中の需要喚起のための公

告、宣伝費、販促等のプロジェクトを進めるための事業費等が必要となる。

こうした資金を調達する方法としては、以下のケースが考えられる。

・ 運営費の活用（運営費については図表 4-19 参照）

・ 基地跡地整備推進機構（仮称）管理地で一定の需要がある分で賃貸などの収益事業を実施

d. リザーブ用地を管理しつつ必要に応じて第 2 段階の整備を行う時点

この場合は、cに加え、基盤整備を行う費用を別途調達する必要がある。

その調達方法は、基本的にbと同様であるが、整備の規模や内容によっては補助の対

象外となることもある。

以上をまとめると次表のようになる。

図表 4-19：段階ごとの資金調達例

段階 資金の種類 内容等 調達先等 備考

設立資金 ・人件費

・社屋等の準備費

・その他経費

・国からの資金供与a 組織の立

ち上げ時

運営費 ・人件費

・公租公課

・賃貸料等事務所費

・その他必要経費

・無利子融資、低利子融

資の活用

・年度ごとの負担金（国、

県、市町村等）

・研究調査等収益事業に

よる収入

無利子融資、低利子融

資の制度化が必要

運営費 a と同じ a と同じｂ第 1 段階

の基盤整備

実施時

事業費 区画整理等基盤整備

の事業費

・（初動期資金）無利子融

資、低利子融資の活用

・補助金

・公共施設管理者負担金

・保留地処分金

・助成金 等

・無利子融資、低利子

融資については既存

の制度（主体）以外に

も適用可能となるよ

う制度化が必要

・補助の適用には要件

の適合が必要

運営費 a と同じ a と同じｃリザーブ

用地管理時

又は第 2 段

階整備後の

管理運営時

管理運営費 ・公租公課

・事務費

・リザーブ中の需要喚

起のための公告、宣

伝。販促等のプロジェ

クト事業費等

・運営費の活用

・機構管理地で一定の需

要がある分での収益事業

からの収入

運営費 a と同じ a と同じ

管理運営費 c と同じ c と同じ

ｄリザーブ

用地管理及

び第 2 段階

の整備実施

時

事業費 b と同じ b と同じ b とは事業規模などの

条件が異なるため、補

助の要件に適合しな

い場合もある
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《参考：既存組織の例》

・(財)関西文化学術研究都市推進機構

（設立資金（出捐：10 億円））：関西経済界、都市機構、京都府、大阪府、奈良県

（年度資金）：国交省、都市機構、3 府県、調査研究業務

（主な事業）：都市建設等にかかる調査研究及び提案、都市建設等にかかる企画立案、合意形成、

文化学術研究施設等の立地促進、各種情報の提供等

（年間予算）：265 百万円（平成 20 年度支出分）

・(財)大阪湾ベイエリア開発推進機構

（設立資金（出捐：8 億 8 千万円））：大阪府、兵庫県、和歌山県、大阪市、神戸市、堺市、京都府、

奈良県、滋賀県、徳島県、京都市

（年度資金）：府県補助金、負担金、

（主な事業）：大阪湾岸地域の総合的開発整備に関する調査研究、企画立案及び合意形成の促進、大

阪湾岸地域と内陸部との一体的開発整備に関する調査研究、企画立案及び合意形成の

促進、大阪湾岸地域の総合的開発整備に資する情報の収集及び提供、大阪湾岸地域の

総合的開発整備に資する調査研究活動等への助成、大阪湾岸地域の総合的開発整備に

資する講演会等の開催、上記に係る受託業務

（年間予算）：175 百万円（平成 19 年度）
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（４） 組織化の進め方

基地跡地整備推進機構（仮称）の組織化に当たっては以下のように進めることが考え

られる。

図表 4-20：組織化の進め方

機構国 県

○国策定の上位計画等

・機構の必要性、目的を

位置づける

・国の役割を位置づける

○県策定の上位計画等

○推進体制実現化準備

・役割分担の明確化

・組織の位置づけの明確

化

○法制度化に向けた地

元意見のとりまとめ

・法人形態
・権能
・資金計画のあり方
・人選のあり方等

○機構法制度化、関連法

改正

○予算措置の実施

○構成人員の手配・確保

○法制度化準備

・機構法（新規）

・区画整理法（改正）

・租特法（改正）

等

○機構設立

○予算措置の実施

○機構設立に向けた地

元の環境整備

○構成人員の手配・確保

○事業計画等作成

○各種事業の開始

・土地買収

・基盤整備事業

・リザーブ用地運営

事業 等

○事業資金等の措置

○人員確保

○事業資金等の措置

○人員確保

○進出企業等各方面へ

PR 等実施

調整

跡地利用の実現

時

間

軸



（５） (参考) 他地区の組織例

① 財団法人関西文化学術研究都市推進機構

■目的：関西文化学術研究都市の建設推進（公益法人）

■ 設立：昭和 61 年 6 月 19 日

・設立の推進は関経連

・学識から新タイプの学術研究都市の建設推進の構想発生。国土庁（当時）で各省庁横断での取

組を検討。ナショナルプロジェクトとすべきの認識で運動。産学官から距離をとった新しい組

織の必要性強調。関西学術研究都市建設促進協議会発足。各省庁連絡会議が発足し、法整備（促

進法）され、機構が設立。

・設立資金（出捐）：関西経済界：5 億円、都市機構：2．5 億円、京都府：1．25 億円、大阪府：

0.625 億円、奈良県：0.625 億円

・年度資金：国交省、都市機構、3 府県

■ 主な事業

（1）本都市建設等にかかる調査研究及び提案

（2）本都市建設等にかかる企画立案、合意形成

（3）文化学術研究施設等の立地促進

（4）各種情報の提供等

■ 理事（14 名）

（役員については財団法人関西文化学術研究都市推進機構寄附行為第 15 条に規定）

・会 長（関経連相談役）

・理事長（関経連副会長）

・理 事：3 府県知事、商工会議所会頭、公益法人及び開発事業者の代表、学識経験者

（主要な人材は都市機構、各府県から出向）

■ 他組織等：評議員会、学術委員会、総合企画委員会、運営委員会、顧問他

図表 4-21：推進体制

■ 役割分担等

・関西文化学術研究都市建設促

進法における国、関係府県、

関係市町、（独）都市再生機

構、（財）関西文化学術研究

推進機構の各役割は次表の

通り
85
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図表 4-22：関西文化学術研究都市建設促進法における役割分担

■事業概要等

○都市の機能・施設等の整備方向

《都市の機能》

・目標：次の諸機能の整備及び街づくりにより、関西文化学術研究都市の理念を実現すること

・高度な文化創造の拠点としての機能、新たな文化・学術・研究推進、及び新たな産業の創出を

牽引する機能

・活動の成果を国内だけでなく、世界に向けて発信する機能。

・自然共生型で先端的学術成果を実践するような街づくり、世界に開かれた街づくり。

役 割

（関西文化学

術研究都市建

設促進法の位

置づけ）

国 関係府県 関係市町
都 市 再 生

機構

関 西 文 化
学 術 研 究
都 市 推 進
機構

基本方針の

決定及び変

更

（第３条）

（国土交通大臣）

・決定

（関係府県知事の意
見を聴き、関係行政
機関の長と協議）
・決定した基本方針
の公表、関係府県知
事への通知

（関係府県知事）

・意見の申し出

－ － －

建設計画の

作成

（第５条）

〈国土交通大臣〉

・協議及び同意（関

係行政機関の長と協

議）

〈関係府県知事〉

・基本方針に基づき

建設計画の作成・変

更（関係市町長、都

市機構、関西学研機

構の意見聴取）

・国土交通大臣との

協議及び同意取得

・建設計画の公表

〈関係市町

長〉

・意見の申

し出

・意見の申

し出

・意見の申

し出

施設の整備

（第７条）

・施設整備に努める ・施設整備に努める ・施設整備

に努める
－ －

資金の確保

等

（第８条）

・必要な資金の確保、

その他の援助に努め

る

－ － － －

地方債につ

いての配慮

（第９条）

－

・特別に配慮 ・特別に配

慮 － －

税制上の措

置

（第 10 条）

・租税特別措置法上

に必要な措置を講ず

る

・特別に配慮

－ － －

農地法等の

許可

（第 12 条）

〈行政機関の長〉

・建設促進に向けた

配慮

〈関係府県知事〉

・建設促進に向けた

配慮

－ － －



○施設等の整備方向

・文化学術研究施設の整備

・産業の振興

・居住環境の整備

・都市機構の整備

・広域的な交通施設・情報・通信基盤の整備

○都市開発の特徴

・クラスター型開発

文化学術研究地区をぶどうの房のように12に分散配置し、各地区に機能を分担させる

とともに、交通・情報のネットワークによって、全体として有機的に結ぶ多核心連携型

の開発方式。

これにより既成市街地と調和し、農用地、森林等自然環境の保全を図る。

・段階整備

整備のための条件が整った文化学術研究地区から逐次、都市全体としての整合性に留

意しながら、計画的、段階的に整備。

これにより過大な先行投資や大幅な計画変更が避けられ、効率のよい建設が可能。

図表 4-23：整備エリア（クラスター開発：計画含む）
87
※着色部分が開発区域（計画含む）
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・民間活力の活用

学術、産業、行政等の各分野の協力を基調とし、民間活力を最大限に活用。

また、これらの分野は、適切な役割分担のもとに協力し、文化学術研究施設等、関連

公共・公益的施設、住宅、その他住宅環境、都市機能の整備を進める。

→「株式会社けいはんな」の設立（目的：関西文化学術研究都市内の文化学術研究交

流施設「けいはんなプラザ」の設置・運営）
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② BRA（Boston Redevelopment Authority：ボストン再開発公社）

■位置づけ：ボストン市の計画、経済開発機関

■設立：1955 設置

■設置方法：マサチューセッツ州法により市の外部部局として設立

■主な任務

・提出された計画の審査

・大規模計画に関する市のゾーニング委員会、ソーニングに関する異議受付委員会への提言

・市が必要とするインフラ施設・市街地や地区の経済開発、設計のガイドライン及び開発管理

に関するマスタープランの原案作成

・経済開発、不動産購入・売却・貸付（適正な土地利用、産業振興などの公共目的）、

・債券の発行（市の債務にならないもの）

・工業団地の所有と運営

・技術的＆その他の支援と共に行う企業への資金提供

・職業訓練、就職斡旋・支援、

■本体の事業の概要（BRA の業務を含む）

○事業名：Central Artery/Tunnel Project（通称 BigDig）

○事業主体：MTA（Massachusetts Turnpike Authority：マサチューセッツ州道路公社）

○事業目的

・都心部の渋滞解消

・都心部とウォーターフロントの一体化、道路上の緑化、周辺地区整備

○工事内容

・都心部で高架の高速道路の地下化＆拡幅

延長：7.5 マイル（約 12km）、都心部のレーン数片側 3 レーン → 4～5 レーン

・チャールズ川にかかる橋の架け替え＆周辺整備

・ローガン国際空港へのトンネル建設

○事業期間

1991～2006（予定：除く公園）

○総事業費

146 億ドル

○関連事業

・道路上の公園整備（市民公園 10ha、都心公園 1.2ha）

・チャールズ川周辺の緑地整備（16ha）

・スペクタクルアイランドの公園整備（42ha）

○関連プロジェクト

・ウォーターフロント地区再開発

・チャイナタウン・レザー地区再開発

・サウスボストン地区再開発
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○関わった機関等

・マサチューセッツ州政府

・BRA（Boston Redevelopment Authority：ボストン再開発公社（ボストン市の計画、経

済開発機関））

・ボストン建築家協会

・プランニング・都市デザイン・建築・建設のコンサルタント

・市民

図表 4-24：事業完成図

○事業の進め方

・行政、専門家、市民等多様な主体が参加してプロジェクトの分析を実施し、プラン、ガイ

ドラインを作成・更新、実現性の確保（ゾーニング法規、デザインレビュー）

・段階的合意形成、計画策定（作業単位）の実施

・マサチューセッツ州＆BRA が主導権を握り、検討組織（関係機関、特定地区・分野の団

体代表者含む）結成（フォーラム、ワーキング実施）

・分野別作業部会を結成し、検討。市民にも検討内容の提示、意見徴収

（出典：MTA）



主たる参加組織 役割 備考

州政府 高速道路地下化工事の発注

再開発計画認可

市 再開発計画策定

BRA 開発計画等審査、ゾーニング規

制、経済・工業開発の施行 他（詳

細は下記参照）

資金等：公債発行し市場から

資金調達（不足分は市、州が

負担）
91

建築家協会 計画の検討
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参考資料

１．駐留軍用地跡地の計画的利用推進制度に関わる検討委員会

沖縄振興の枢要を担い、県土の都市構造に大きな影響を及ぼす大規模な返還跡地の計画

的利用推進に向けては、各方面の専門家の見地を取り入れ、跡地の計画的な利用の仕組み

を構築する必要がある。

そのため、都市開発の実務経験者や資金調達、不動産の専門家など、各分野の専門家で

構成される検討委員会を立ち上げ、計画的な利用の仕組みの構築に向けた意見交換会を計

2回実施した。

検討委員会の実施概要は、以下のとおりである。第1回は跡地利用の課題とこれを踏ま

えた計画的利用推進のあり方、第2回は大規模な返還跡地の計画的利用を促進するために

必要な組織体制のあり方についてをテーマとして実施した。

図表 参-1：検討委員会実施概要

会 名 称 平成 20 年度駐留軍用地跡地の計画的利用推進制度に関わる検討委員会

第 1 回：平成 21 年 1 月 19 日（月） 16:00～18:30
開催日時

第 2 回：平成 21 年 3 月 9 日（月） 15:00～17:20

第 1 回：沖縄県庁 13 階会議室
開催場所

第 2 回：沖縄県庁 4 階会議室

1 木下 瑞夫（座長） 明星大学 理工学部環境システム学科 教授

2 新田 進（副座長） 都市再生機構 地方都市業務部 部長

3 伊藤 健一
けいはんな新産業創出・交流センター

アドバイザー（産学連携担当）

4 野口 秀行 ノースアジア大学 経済学部 教授

5 喜納 兼次郎
沖縄振興開発金融公庫 融資第一部 地域ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

振興班 課長

6 呉屋 守將 沖縄建設業協会 会長

7 島袋 伊津子 沖縄国際大学 地域環境政策学科 講師

有 識 者

8 玉那覇 兼雄 (社)日本不動産鑑定協会 理事

第1回：「跡地利用の課題とこれを踏まえた計画的利用推進のあり方について」

議 題
第2回：「大規模な返還跡地の計画的利用を促進するために必要な組織体制のあ

り方について」
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（1） 第一回検討委員会

第一回検討委員会では、嘉手納飛行場より南の大規模な返還により、想定される需給

バランスの不均衡拡大などの課題を踏まえた計画的利用推進のあり方について意見交

換をおこなった。

委員会の議事要旨は以下のとおりである。

① 土地利用計画について

a. 土地利用計画の策定主体はどうあるべきか？

⇒ 地元市町村が中心となるべき。

・ 跡地ごとの土地利用計画は、地元の市町村が主体となって考えるべき。

・ それぞれの地域が土地利用を考えて、うまく競争の原理が働くようにするほうが自然。

・ 幹線街路や鉄軌道などを考えて時間距離の短縮を図り、各地域間の不公平感をなくしていくべ

き。

b. 土地利用計画をどこまで決め込むべきか？

⇒ 社会経済情勢等の変化を前提とした柔軟性のある計画とすべき。

・ 土地利用計画を決め込んでいくと事業の熟度を高めることにつながるのではないか。

・ 1,500ha の整備には長期間を有すると考えられるが、50 年後の土地利用を決めるということ

には無理がある。

・ あとで考える部分というのはたくさんあっていい。経済はどんどん変化する。

・ 細部に至るまで、カチッと物事を決め込むことを考えない方がいいと考える。

・ 計画する部分と非計画する部分をうまくかみ合わせる必要がある。
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② 事業方式について

a. 段階的整備は可能か？

⇒ 段階的整備について、整備の優先順位をつけるためには多様な方策が必要。

・ 一気に開発すれば、当然土地の需要が追いつかない。

・ クラスター開発を研究し、検討に入れていったらどうか。

・ 整備の優先順位をつけるというのは、いろいろな手段を使わないと難しい。

b. 土地収用は可能か？

⇒ 土地収用するのであれば強い土地利用目的が必要。

・ 収用してまでも土地を使わなければいけない強い土地利用目的が必要。

・ 土地収用可能な新都市基盤整備法に基づく整備も考えられるが、これまで施行例がない。

c. 制度立案上の課題は？

⇒ 制度立案の必要性についての論理的な整理が必要。

・ なぜそうしなければいけないのか詰めていく必要がある。そうしないと制度論に結びつかない。

・ 実現性を勘案してゲタをはかせられる部分、経済的合理性はどうかという論理的な整理が必要。

・ 新しい法では、申し出換地、先買の応援が必要。

・ 社会情勢の変化にも柔軟に対応出来るようなシステムが必要。

・ 土地の債券化を図る方法として、例えば地権者が土地を出資してリート会社をつくり、株主と

して配当をもらい、今の地料との差額を国が補償することも考えられる。

・ 公共交通などをしっかり整備していくと、土地の価値も上がり、現実との乖離も埋まる。

・ 資金調達においては、沖縄公庫に保証機能を持たせるなどする必要がある。

③ 組織の構築に向けて

⇒ 現時点では、誰でも参加可能となるようなＮＰＯ的な組織をつくり、跡地利用推進の機運を

高めることが重要

・ 強制的に軍用地として接収されたものであるから、これを回復するには、強力な組織体と国が

お金を出してという形でないと成り立つことは不可能。

・ 権能を与えるのか、エンドユーザーの権利を重視するのかは相反する部分。

・ 現時点では、ＮＰＯ的な組織をつくり、全体を盛り上げていくことが重要ではないか

・ 組織そのものより、そこにどんな人を置くかということのほうが大事。

・ 霞ヶ関に研究会を設けて、いろいろな省庁から参加できるようにした方がよい。
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(2) 第二回委員会

第二回の委員会では、大規模な返還跡地の計画的利用を促進するために必要な組織体

制のあり方などについて意見交換をおこなった。

委員会の議事要旨は以下のとおりである。

① 跡地利用促進の視点について

⇒ 跡地利用の戦略的な部分を明らかにすることが必要

・ 表の議論（現状課題対応）と裏の議論（戦略的対応）の両方が必要。戦略部分があいまいな

場合、誰もここには投資はしない。

・ 大まかな時間軸の整理が必要。時間差でやらざると得ないという考え方をどう反映させるか。

・ 土地開発の方向性を見据えることが必要。需要を上回る開発をすべきか、すべきでないか。

・ 整備の優先順位をどう捉えるか整理が必要。現実論としてできるところから進めるという考

え方を反映するか。

・ 地代との関係の整理が必要。リザーブ用地を含めた利益の配分に取り組むのか。生活再建と

開発を分離させて考えるのか、同一のものとして考えるのか。

・ 責任体制の明確化が必要。地権者、事業者のリスクのとり方を明らかにする。

② 組織体制のあり方について

⇒ 事業実施主体としての組織の構築が必要

・ 現状では、組織体として弱い。

・ 内部の意思決定、合意形成のシステム構築が必要。

・ 組織の法的、税務的、会計的な問題への対応として専門家が必要。

・ 必要に応じ強力な権限を与えることも必要。

⇒ 鳥瞰的な視野をもつ組織形態が必要

・ 戦略的視点を持ち、ビジョンや要望のとりまとめをおこなう柔らかい組織体が必要。

・ 県民の支持を背景として推進できる組織体が必要。

・ 全体の雰囲気を盛り上げていくような機能が必要。

③ その他留意事項について

・ 利害の錯綜、利益相反的な行為などのガバナンス問題を解決することが必要。

・ 需給コントロールは、市場を歪める行為である。そこで、提起される問題に対し、理論武装

が必要

・ 資金調達の仕組みは、単純ではない。単純化すると誤解を招きやすいので留意が必要。

・ 民間ファンドからの資金調達を促す優遇政策、優遇措置についての研究が必要。
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２．関連市町村ヒアリング

基地跡地の整備、利用にあたっては、市町村の視点から想定される新たな課題を把握し

た上で、跡地利用施策を検討する必要がある。

そのため、関係市町村が今後の跡地利用にむけて想定している課題、およびそれに対す

る国、県への要望事項を把握するため、平成20年12月24日に市町村ヒアリングを実施した。

・ヒアリング実施市町村

那覇市、浦添市、宜野湾市、北谷町、北中城村

関連市町村ヒアリングの結果は以下のとおりである。

（１） 意見の要旨

図表 参-2：関連市町村ヒアリングでの課題・要望

項目 これまでの要望 追加要望

位置づけ ・返還時期・区域の明確化が必要

・大規模跡地の指定要件緩和が必要

調査・事業 ・基地内立入調査の円滑な実施が必要

国の財政等

支援

・事業の特例（土地区画整理事業、斜面地

の跡地利用、土地の先行取得、文化財調

査）が必要

・特定跡地給付金における実態に即した支

給期間の確保が必要

・国有財産処分制度（譲渡、仮使用措置）

が必要

・財政運営の支援が必要

・磁気探査の地元負担軽減が必要

体制 ・国、県、市の協力体制の継続が必要 ・埋蔵文化財調査体制の整備が必要

関連事項 ・周辺市街地と基地跡地を一体で整備する

制度が必要
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図表 参-3：跡地の整備、利用・管理に関わる市町村の意向

質問の主旨 市町村の回答 その他の意見

跡地利用計画の調整

県が市町村の跡地利用計画の

調整・整合を図る必要性の是非

関係市町村との調整

は必要

・地元計画を優先してほしい

・地権者に理解が得られるような条件

整備が必要

リザーブ用地の一体的な管理運営

当面、需要のない土地が見込ま

れる場合、それらの土地を一体的

に管理運営することの必要性の

是非

一体的な管理運営は

必要

・段階的な開発になる

・地権者間に不公平が出るため地主の

負担にならないように

・一体的な管理が行動しやすいと思わ

れる

機構の機能

管理、事業実施する主体を「基

地跡地整備推進機構（仮称）」と

した場合に期待する機能

整備事業・・・・・・・3/3

※

管理・運営・・・・・・2/3

企業誘致・・・・・・・2/3

土地の先行取得・3/3

・全ての事務を担当することが、責任

感や事業の円滑化において好ましい

のではないか

・市町村の人員や財政力を考慮し、何

らかの整備組織が必要

※選択した市町村の数／回答のあった市町村の数

（２） 市町村からの意見まとめ

図表 参-4：市町村との意見交換：市町村からの回答とりまとめ

市町村との意見交換（まとめ）

返還時期・区域の

明確化

・合意形成の取り組み、調査体制や資金の準備のため、返還時期・区域の明確

化は必要。

返還

関連

基地内立入調査

の円滑な実施

・跡地利用事業の早期実現のため、返還前立入調査を実施する制度が必要。

公共用地の先行

取得（財政支援）

・市町村の厳しい財政状況では公共用地の先行取得は困難なため、財政支援が

必要。

開発困難な斜面

地部分の跡地利

用（財政支援）

・斜面地部分の開発は事業費の増大になる可能性が高いいため、財政的な支援

が必要。

跡地整備に伴う

新たな推進制度

（財政支援）

・跡地整備と一体となった既成市街地の整備についての制度が必要。

跡地利

用計画、

事業

財政運営への影

響（財政支援）

・膨大な返還により、関係自治体は、跡地利用に膨大な人員や財政需要がおこ

る。

文化財調査に係

る補助制度の充

実（財政支援）

・現行制度では、埋蔵文化財の試掘及び範囲確定調査までは、文化庁補助金を

活用できる。

・本発掘調査は、事業主体側の負担となることから、地権者負担が増大し、合

意形成に悪影響を及ぼすため、特例的な制度が必要。

１.

跡
地
利
用
に
係
る
課
題
・
要
望

調査

調査体制の整備

（人的支援）

・現在の県、市町村の文化財調査体制では、膨大な返還跡地の埋蔵文化財調査

にはかなりの期間を要することから、なんらかの対応策を早急に確立するこ

とが必要。
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市町村との意見交換（まとめ）

大規模跡地の指

定要件の緩和

・緩和が必要

国有財産処分制

度の改善

未処分国有地の

仮使用措置

・戦後 60 年余、公的資金が投入されていない沖縄における米軍基地は、民有地

の割合が高い。

・事業を円滑に推進するためには、国有財産の無償譲渡等の制度構築が必要。

制度

区画整理事業の

特例（財政支援）

・暫定的な都市計画決定及び土地利用計画ができるような特例的な制度が必要。

・土地利用が厳しい地域が含まれる事業区域では、事業の成立が困難となるた

め、特例的な財政支援や新たな整備手法の検討が必要。

体制 国・県・跡地関係

市町村の協力体

制の継続

・関係市町村の連携はもちろんのこと、国・県とも協力体制の強化が必要。

地主 特定跡地給付金

の支給機関（支給

期間の延長）

・使用収益が始まるまでの支給期間の延長が必要。

１.

跡
地
利
用
に
係
る
課
題
・
要
望

課題・要望 ・周辺市街地を一体とした整備が必要であり、そのための特例制度が必要。

・埋蔵文化財調査体制については、全県的に立脚した組織・体制づくり（例：

財団、特殊行政法人等）が必要

・磁気探査は、沖縄県市町村磁気探査支援事業によって実施されているが、膨

大な返還跡地における調査では対応可能かが問題となるため、跡地利用に対

応できる補助基準が必要。

①県が、各市町村の跡地利

用計画の調整・整合を図る

ことについて

・各跡地が競合しないためにも、関係市町村との調整は必要（県は県土の発展

を考えた上で、市町村間の意見を調整する機関であるべき）。

②当面、需要のない土地が

見込まれる場合、それらの

土地を一体的に管理運営す

ることの必要性の是非

・膨大な返還跡地が市場に一斉に出ることは好ましくない。段階的な開発で使

用収益の時期のずれが地権者間で不公平となるため、一体的な管理運営が必

要。

③管理、事業実施する主体

を新たな組織「基地跡地整

備推進機構（仮称）」を設立

した場合、どのような機能

を期待しますか

・跡地に関する全ての事務を担当することが、責任感や事業の円滑化というこ

とで好ましいのではないか。

・膨大な跡地を各市町村単独で整備等を実施するのは、人員や財政的にも困難

なため、何らかの整備組織が必要。

２.

跡
地
計
画
に
係
る
計
画
的
な
利
用
に
つ
い
て

ご意見 ・各跡地の中でも整備時期が異なるため、地主間の不公平感が発生する。不公

平感を払拭するためにも、基地跡地整備推進機構（仮称）の設置は有意義。

・跡地利用は、現行制度では対応できない課題等が多く、軍用地の特殊性を考

慮した跡地利用及び周辺市街地整備の制度を是非検討してほしい。

・文化財調査等関連調査とのすり合わせも検討してほしい。
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３．庁内意見交換会

基地跡地の整備、利用にあたっては、庁内での横断的な連携の下、跡地利用施策を検討

する必要がある。

そのため、跡地利用推進に関わる県の関係各課の実務担当を交え、庁内意見交換会をお

こなった。

庁内意見交換会の結果は以下のとおりである。

① 跡地利用推進課題の捉え方についての意見

⇒ 需給バランスがとれる推進方策が必要

・ 住宅地需要のみでの議論では、需給バランスがとれないという話になるので、もっと違う攻め

方が必要。

⇒ 周辺市街地の空洞化対策が必要

・ 周辺市街地の過疎化を課題として取り上げる必要はないか？

・ 密集市街地を取り込んで、ha あたりのバランスをとっていくなどの視点も重要。

⇒ 新都心地区の教訓の反映が必要

・ 新都心の課題を整理して大規模跡地に活かすことが必要。

② 跡地利用推進のあり方についての意見

⇒ 嘉手納飛行場より南の大規模跡地全体をパッケッジ的に捉える視点が必要

・ 嘉手納飛行場より南の 1,000ha 超の返還跡地をパッケージとした捉え方で、返還跡地全体に

国の関与を入れつつ、大規模跡地として捉え、需給調整など戦略的にやっていくことが必要。

⇒ 都市的土地利用とする考え方の整理が必要

・ 都市的土地利用の位置づけについて、県民の合意をとっていくための整理が必要。

⇒ 事業による資金調達のしくみの具体化が必要

・ 2 段階施行における具体的な資金調達のしくみがもう少し見たい

・ 別枠予算でという財政的措置をしないと事業推進は厳しい。

・ 売却意向が多いのであれば、買って公園等にすることはできないか？

⇒ 文化財調査における国レベルでの支援及び返還前立入調査が必要

・ 文化財調査が長引かないように全国レベルでの支援のしくみが必要。

・ 文化財調査の費用を区画整理事業で負担することは財政的に厳しい。

・ 文化財の状況を計画に反映するためには、返還前の立入調査が必要。
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４．106項目課題の整理

（１） 9 分野 106 項目課題の前提条件

平成13年12月、第6回跡地対策準備協議会において「普天間飛行場の跡地利用の促進

及び円滑化等に係る取組分野ごとの課題と対応方針」（９分野１０６項目）が取りまと

められた前提条件を振り返ると以下のとおりである。

○ 当時は、人口・産業の拡大基調の継続が予想されていた。

○ よって、普天間飛行場の跡地利用に向けての大きな問題点は、「土地需給バランスの不均

衡」ではなく、「４８１ha を土地需要で満たすためには長期間を要する」という問題認識

であった。

○ 言い方を換えると、「那覇新都心地区（２１４ha）で起きた問題が、スケールアップされ

て表れる」という認識のもとで、９分野１０６項目の課題と対応方針がつくられている、

といえる。
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（２） 課題への対応状況

「普天間飛行場の跡地利用の促進及び円滑化等に係る取組分野ごとの課題と対応方

針」（9分野106項目）について、現在の取り組み状況の把握し、日米安全保障協議委員

会（２+２）の返還合意を踏まえた106項目各項の再検討及び制度対応が必要な事項つい

て整理する。

① 現状での未対応課題

現在の対応状況としては、返還合意前に調査、取り組みが必要な各事案の課題につい

て適宜進められている。今後、日米安全保障協議委員会（２+２）の返還合意を踏まえ

た具体的な返還スケジュールが明らかになった段階で、再開発事業関係、原状回復関係

などの取り組み充実が必要となる。以下に現状で未対応の課題について列挙する。

図表 参-5：現状での未対応課題

事案
番号

（連番）
主体 課題

17 国 ・ 返還見通しの通知

19～34 市、県 ・ 返還後の手続き、事業計画策定

39 国 ・ 国が買収を予定している民有地について、県等へ

の譲与等

40 市 ・ 不発弾対策の取り組み

2．再開発事業関係

41～42 県 ・ 事業実施主体の協議

・ 再開発事業円滑化のための具体措置の検討

47 国 ・ 詳細分布調査実施の財政的支援3．文化財関係

53 県 ・ 埋蔵文化財の調査手法の整理

4．地権者支援関係 58 国、県、市 ・ 返還手続きに関しての情報提供

5．原状回復措置関係 68～89 国 ・ 汚染、不発弾、建物その他工作物に関する原状回

復措置

6．自治体財政関係 95 市 ・ 跡地利用円滑化のための財政計画の策定

7．国有財産関係 98 県 ・ 跡地利用促進の観点から必要なものを特例措置

対象としての検討



103

② 状況変化を踏まえた課題と対応方向

日米安全保障協議委員会（２+２）の返還合意を踏まえ、これまでの普天間飛行場の

みを対象とした課題から、嘉手納飛行場より南の返還跡地を対象とした取り組みが求め

られる。以下にこれらの状況変化を踏まえて再検討が必要な課題と対応方向について整

理する。

図表 参-6：状況変化を踏まえた課題と対応方向

事案
番号

（連番）
主体 課題

嘉手納飛行場より南の基地

返還を踏まえた対応方向

1 県、市 ・ 基本方針の策定

6、12 県 ・ 中南部都市圏の将来像

・ 機能導入の具体的な検討

1．跡地利用

計画策定関係

7、11 市 ・ 市の将来像

・ 地権者意向調査

跡地利用計画等の再点検が

必要。

36 市 ・ 先行取得の継続実施2．再開発事

業関係 39 国 ・ 国が買収を予定している民有

地について、県等への譲与等

嘉手納飛行場より南の基地

返還を踏まえ、先行買収対

象の拡充が必要。

45、46 県 ・ 詳細分布調査の実施計画の策

定

・ 安全基準、発掘調査マニュア

ルの策定

48 県、市 ・ 調査体制の整備・充実

3．文化財関

係

52、53 県 ・ 調査の効率的化に資する調査

手法等の検討

・ 文化財の調査手法等の整理

各跡地について集中的かつ

広範な調査が必要となるこ

とも考えられることから、

調査の実施計画、体制、手

法整備等が必要。

4．地権者支

援関係

57 国、市 ・ 情報提供の取り組み 各跡地に共通した課題につ

いても情報提供が必要

9．駐留軍用

地従業員雇用

関係

101 ・ 駐留軍用地職員の雇用対策 大規模な返還を踏まえた雇

用対策措置が必要。
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③ 制度対応の検討が必要な事項

９分野１０６項目の課題の内、日米安全保障協議委員会（２+２）の返還合意を踏ま

え、制度対応の検討が必要な事項について以下に整理する。

図表 参-7：制度対応の検討が必要な事項

事案
番号

（連番）
主体 課題 要検討事項

31 - ・ 原状回復中の事業実施措置

32 国 ・ 原状回復措置の手順及び土

地の引渡しについての最大

限の配慮

33 関係者 ・ 原状回復中の文化財調査等

実施の連携・協力

34 国 ・ 再開発事業に手戻りがない

ような原状回復での配慮

原状回復中の事業実施、文化

財調査、その他跡地利用の円

滑化に関わる措置

2．再開発事

業関係

39 国 ・ 国が買収を予定している民

有地について、県等への譲与

等

国が買収を予定している民有

地についての国有財産譲与等

の特例措置の対象化

3．文化財関

係

48 県、市 ・ 調査体制の整備・充実 文化財調査体制充実に関わる

制度措置
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５．既往調査の整理

（１） 既往調査の課題

平成13年度以降実施された106項目調査、及び方向性検討について、既往調査の成果

を踏まえ、状況の変化に対応した課題を抽出した。

既往調査結果から見える跡地利用推進に向けた推進課題は以下の3つに大別される。

図表 参-8：既往調査からわかる跡地利用推進課題

課題1．目標とする将来都市構造の再精査

課題2．各跡地間の連携した計画づくり

課題3．普天間地区のノウハウ活用・情報共有

1.目標とする将来都市構造の再精査

○ 機能導入再精査

・ 振興拠点位置づけ明確化

・ 産業分野との整合検討

○ 住宅地の適正配置検討

・ 宅地需要推計

・ 地区風土の保全

○ 交通体系の再精査

○ 大規模公園の適正配置検討

○ 経済波及効果によるチェック

2.各跡地間の連携した計画づくり

○ 連携体制の構築

○ 整備のあり方検討

・ 長期的・広域的跡地戦略構築

・ 機能の役割分担のあり方

・ インフラ整備のあり方

・ 用地確保のあり方

・ 既成地・跡地の一体整備の仕組

み

○ 各跡地間のルールづくり

・ 土地利用コントロールの仕組み

・ 市町村間の調整ルール

・ 市町村への財政支援

・ 返還による一時的マイナスへの

対応

○ 各跡地間のスケジュールの整合

状
況
の
変
化

3.普天間地区のノウハウ活用・情報共有

○ 行動計画

・ 連携機能の付加が必要

○ 自然環境現況調査

・ 現地立ち入りが課題

○ 文化財

・ 情報がストック

○ 跡地利用計画（モデル）
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（２） 既往調査の結果のまとめ

図表 参-9：既往調査結果のまとめ（一覧表）

既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

1-(1)-1

跡地利用の基

本方針の策定

①跡地利用の基本方向

②跡地利用に関する分野別の方針

普天間飛行場

跡地利用基本

方針策定調査

（H15～

17）

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還を踏まえた振

興拠点の位置づけの明確

化が必要。

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還を見据えた

（仮）普天間公園の整備必

要性の整理が必要。

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還で連携した計

画づくりの推進が必要。

①中南部都市圏の将来に係る計

画･制度条件、活用すべき資源・

資質整理

②中南部都市圏を取り巻く社会経

済環境変化と取り組み方向

③中南部都市圏の問題･課題及び

地域づくりニーズの把握

④中南部都市圏の将来像と都市圏

づくりの基本方向

中南部都市圏

将来展望調査

（Ｈ13）

①中南部都市圏の基本方向

②自立型産業・機能整備構想

③都市拠点･都市軸整備構想

④都市･生活環境整備構想

⑤空間整備構想

⑥交流基盤整備構想

⑦普天間基地跡地利用の基本的考

え方(試案)

中南部都市圏

基本構想・機

能導入調査

（H14）

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還を踏まえた県

土の土地利用の全体計画

が必要

１
０
６
項
目
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
・
基
本
的
な
取
組
）

1-(1)-2

基本計画策定

に向けた広域

的観点からの

基礎的諸条件

の整理

①市町村別の宅地の需要と供給の

推計

②ゾーニングによる宅地需要･供

給の推計

中南部都市圏

住宅関連調査

（H15）

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還を踏まえた推

計が必要

・推計結果を踏まえた土地利

用の全体計画の作成が必

要
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

1-(1)-2

基本計画策定に

向けた広域的観

点からの基礎的

諸条件の整理

①住宅･住環境の視点からみた跡地

利用の意義

②普天間飛行場跡地における住宅･

住宅地づくりのあり方

③まちづくりの実現化方策の検討

中南部都市圏住

宅関連調査

（H16）

・嘉手納飛行場より南

の大規模基地返還

を踏まえた固有性

のある住宅地のあ

り方の検討

1-(1)-2

基本計画策定に

向けた地権者等

の円滑な合意形

成の基礎的諸条

件の整理

① 他地区の事例調査

② 普天間飛行場跡地利用における

協働型まちづくりのための課題

整理

普天間飛行場跡

地利用における

協働型まちづく

りのための基礎

調査

(H16)

・普天間地区をモデル

とした他地区への

協働のまちづくり

の普及が必要。

①中南部都市圏での機能導入の考え

方と普天間飛行場での展開方向

②普天間飛行場跡地の開発コンセプ

ト

中南部都市圏産

業・機能プロジェ

クト実現可能性

調査

(H15)

・嘉手納飛行場より南

の大規模基地返還

を踏まえた土地利

用の全体計画が必

要

①普天間飛行場跡地の産業機能･中

枢機能の導入戦略

②企業導入の具体的方策

③中枢機能･産業導入のための基盤

整備の方向

中南部都市圏産

業・機能プロジェ

クト実現可能性

調査（基盤整備）

(H16)

・開発格差の是正に向

けたインフラ整備

のあり方の検討が

必要

①廃棄物をめぐる動向

②多様化するエネルギー活用の動向

③環境を重視した交通施設整備の動

向

④環境共生建築の動向

⑤中南部都市圏でのゼロエミッショ

ン実現化課題

中南部都市圏ゼ

ロエミッション

計画策定基礎調

査

(H16)

１
０
６
項
目
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
・
基
本
的
な
取
組
）

1-(1)-2

基本計画策定に

向けた機能導入

についての基礎

的諸条件の整理

①宜野湾市周辺エリアの循環型地域

形成の提案

② 普天間飛行場跡地開発関連エリ

アの循環型モデル地域形成の提案

中南部都市圏ゼ

ロエミッション

計画策定基礎調

査

(H17)

・嘉手納飛行場より南

の大規模基地返還

を踏まえた計画が

必要

・嘉手納飛行場より南

の大規模基地返還

で連携した計画づ

くりの推進が必要
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

①中南部都市圏の形成過程の把

握および課題の整理

②那覇広域、コザ広域、石川都市

計画区域の区域区分の有無の

検討

③返還跡地を活用し、将来の市街

地全体の密度構成を変更する

方法の検討

④返還跡地への産業・商業フレー

ム展開の考え方の検討

⑤公共・公益施設の再配置に関す

る「整備開発保全の方針」への

位置付けの検討

⑥交通ネットワークの変更の「整

備開発保全の方針」への位置付

けの検討

大規模駐留軍用

地跡地を活用し

た都市の再編・再

整備のための都

市計画等検討調

査(H13)

・嘉手納飛行場より南の大

規模基地返還を踏まえ

た検討が必要

①基本条件の検討

②中部縦貫道路・普天間南北線・

宜野湾横断道路・普天間東西線

の 4 路線の検討

②道路整備工程の課題整理

大規模駐留軍用

地跡地に関する

都市計画調査（幹

線道路 H14）

・嘉手納飛行場より南の大

規模基地返還を踏まえ

た交通体系の再検討が

必要

①普天間飛行場の特性、関連する

社会動向の整理

②県広域緑地計画等の概要把握

③留意すべき項目の整備

④公園テーマの検討

⑤公園緑地全体像の検討

⑥実現課題の検討

大規模駐留軍用

地跡地に関する

都市計画調査(緑

地 H15)

・嘉手納飛行場より南の大

規模基地返還を見据え

た（仮）普天間公園の整

備必要性の整理が必要。

１
０
６
項
目
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
・
基
本
的
な
取
組
）

1-(1)-4

基礎的諸条件

の整理及びそ

の都市計画へ

の反映

①計画フレームの検討

②沖縄らしいまちづくりの検討

大規模駐留軍用

地跡地に関する

都市計画調査

(H16)

・嘉手納飛行場より南の大

規模基地返還を踏まえ

た計画フレーム、まちづ

くりモデルの検討が必

要
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

①中南部都市圏における産業

振興ビジョン

②都市機能ビジョンに関する

検討

③跡地エリア別コンセプト及

びストラクチャープラン（試

案）

駐留軍用地跡地

に係る有効利用

ビジョンの検討

基礎調査(H19)

・跡地・既成市街地一体的整

備によるコンパクト市街地

の形成

・有効利用ビジョンのさらな

る検討

・基地跡地での産業振興施策

展開に向けたロードマップ

の検討

・基地跡地ごとの都市機能ビ

ジョンと産業分野とのさら

なる整合性の検討

・経済波及効果及び土地需給

予測等の検討

1-(2)-1

広域的観点か

らの中南部都

市圏の将来像

の検討

①基本方針の具体化に向けた

計画分野別の検討

②土地利用・環境づくりに関す

る計画の具体化

普天間飛行場跡

地利用計画策定

推進調査(H19)

・県の 21 世紀ビジョンの中

での各跡地地区の位置づけ

明確化

・普天間地区発信による各跡

地地区のモデルとなる跡地

利用計画（案）の作成。

１
０
６
項
目
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
・
具
体
的
な
取
組
）

1-(2)-2

宜野湾市全域

の土地利用、将

来像の検討

①都市づくりの理念と目標

②全体構想

③地区別構想

④マスタープラン実現に向け

た取り組み方針

宜野湾市都市計

画マスタープラ

ン(H16)

・キャンプ瑞慶覧地区の返還

増に伴う跡地利用計画見直

し

・県の 21 世紀ビジョンを踏

まえた新たな産業・経済振

興への対応検討

・良好な住宅地の適正量の検

証
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

1-(2)-3

自然環境の基本

的 デ ー タ の 追

加・整理

1-(2)-4

調査の全体計画

策定及び地形・動

植物現況調査

①基礎情報把握

・資料収集・整理

・地域の現況把握

②調査の実施方針を設定

③調査手法の検討（飛行場内含

む）

④各種調査実施

・環境基盤調査、陸域生態系調査、

生活環境調査、天然記念物調査

・塩水クサビ平面分布調査(大山

地区)

・湧水群水質調査

・市域の水需要に関する現状把握

⑤都市計画マスタープランへの

提言

⑥自然環境現況のとりまとめ

⑦情報共有のためのデータベー

ス作成

宜野湾市自然環

境現況調査

(H13～Ｈ18)

・他の返還予定地での実

施及び情報共有

・現地立入による調査の

実施

１
０
６
項
目
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
・
具
体
的
な
取
組
）

1-(2)-10

跡 地 計 画 を 円

滑・的確に策定す

るための取り組

み

①合意形成の実現に向けた取り

組み内容と県・市の体制につい

て整理

②計画づくりに向けた取り組み

内容と県・市の体制について整

理

③跡地利用の実現に向けた取り

組みについて整理

普天間飛行場跡

地利用計画策定

基礎調査(H18)

・各地区及び地区間の連

携を統括する体制づ

くり

・県の 21 世紀ビジョン

を踏まえた計画づく

り

・普天間地区をモデルと

した各跡地地区での

行動計画作成

・各跡地地区間の方針の

整合確認

・各跡地間でのスケジュ

ールの整合
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

１
０
６
項
目
調
査

（
再
開
発
関
係
）

2-(3)-1

再開発事業を

円滑に進める

ための取組(用

地確保)

①跡地利用に必要な計画用地の分

析

②計画用地確保に関する課題

③跡地利用の促進に向けた計画的

用地の確保方策に関する検討

④地形条件に起因する跡地利用の

課題

返還予定駐留軍

用地に係る計画

的用地確保のた

めの検討基礎調

査

（H17）

・嘉手納飛行場より南

の大規模基地返還を

踏まえたより柔軟な

用地確保の再検討が

必要

①旧地形図の作成・編纂業務

②埋蔵文化財情報管理システム導

入

埋蔵文化財既存

資料検討調査

(H13)

3-(1)-1

文化財の所在

状況の概略を

把握

①１～4 期試掘調査

②自然科学分析調査

③野嵩タマタ原遺跡の範囲確認査、

自然科学分析

④上原同原遺跡の範囲確認、自然科

学分析

⑤神山原遺跡の範囲確認、自然科学

分析

⑥神山後原ウシナー闘牛場跡範囲

確認

⑦神山テラガマ洞穴遺跡範囲確認

基地内埋蔵文化

財調査Ⅰ,Ⅱ,Ⅳ

(H16～19)

3-(1)-3

文化財詳細分

布調査の具体

的な実施計画

策定

①遺跡・遺構の探査

②遺跡以外を対象とした探査

③遺跡の測量

④物理探査マニュアル作成委託の

検討

埋蔵文化財広域

発掘手法検討調

査業務概要

（H13～Ｈ

15）

１
０
６
項
目
調
査
（
文
化
財
関
係
）

3-(1)-4

埋蔵文化財取

り扱い基準、調

査の安全基準、

マニュアル等

の検討

①重要遺跡保存整備基本構想（素

案）作成

埋蔵文化財保護

基本マニュアル

導入調査

（H16）

・他の返還予定地での

実施及び情報共有
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

4-8,9

地権者意向把

握の全体計画

策定及び国の

支援

①地権者等意向把握全体計画策

定

普天間飛行場跡

地関係地権者等

意向把握全体計

画(H13)

・全体計画の再精査と他の

跡地地区での活用

関係地権者等の

意向醸成・活動推

進調査

（H14）

・普天間をモデルとした他

地区での取り組みが必

要

・他の跡地地区と連携した

取り組みが必要

関係地権者等の

意向醸成・活動推

進調査

（H15）

・県の２１世紀ビジョンを

踏まえた検討課題、配慮

事項の整理 が必要

・県の２１世紀ビジョンに

関する合意形成の取り

組みが必要

関係地権者等の

意向醸成・活動推

進調査

（H16）

・跡地の位置づけが変わる

ことに関する情報提供

が必要

関係地権者等の

意向醸成・活動推

進調査

（H17）

・嘉手納飛行場より南の大

規模返還を踏まえた基

本方針（案）に関する状

況変化の説明が必要

関係地権者等の

意向醸成・活動推

進調査

（H18）

・嘉手納飛行場より南の大

規模返還を踏まえた情

報提供の更新が必要

１
０
６
項
目
調
査
（
地
権
者
支
援
関
係
）

4-1～9

地権者への情

報提供、土地利

用意向把握、理

解促進、情報共

有

①若手の会

②ねたてのまちベースミーティ

ング

③地権者懇談会（８地区）

④地権者勉強会

⑤各種団体勉強会

⑥まちづくり学習の開催（小・中

学校）

⑦合意形成推進委員会

⑧普天間飛行場跡地利用対策部

会

⑨地権者意向把握調査

⑩情報誌ふるさとの発行（9～

12 号）

⑪跡地利用ニュース（

⑫各種団体懇談会の実施（2 回）

⑬広報誌によるＰＲ（4 回）

⑭はごろも祭りにおける取り組

みＰＲ

⑮ホームページ開設・更新

⑯地権者基礎情報作成・更新

⑰説明用画像データ作成

⑱講演会
関係地権者等の

意向醸成・活動推

進調査

（H19）

・他地区との連携を意識し

た意向醸成のための環

境整備が必要
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

①既返還跡地の再開発事業に伴

う自治体財政及び用地先行取

得の状況整理

②基地返還跡地開発モデルと財

政シミュレーション

③市街地開発事業における計画

的用地確保状況等の整理

既返還跡地再

開発事業等に

関するデータ

整理等業務

(H12)

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還を踏まえた財

政負担の検討及び政策的

な支援の働きかけが必要。１
０
６
項
目
調
査
（
自
治
体
財
政
関
係
）

6-(6)

基本方針等を

踏まえた財政

計画策定

①既返還駐留軍用地の跡地利用

に伴う地域経済への影響の検

証

②現中南部圏駐留軍用地の県経

済への影響の推計

③返還予定駐留軍用地の跡地利

用に伴う地域経済･地方財政へ

の影響の推計

④駐留軍用地跡地利用からみた

地域振興策の検討（跡地利用の

方向）

駐留軍用地跡

地利用に伴う

経済波及効果

等の検討調査

(H18)

・跡地間の機能分担による長

期的・広域的跡地利用戦略

・新たな需要を生み出す産

業・機能等導入

・長期的に実現される土地利

用の全体計画の策定と整

合

・土地利用コントロールする

仕組み構築

・市町村間調整ルール

・初期段階での自治体への財

政支援

・返還による一時的マイナス

影響への対応

・経済効果の適宜見直し

①環境共生・創造に着目したまち

づくりのテーマの提言

②取り組みメニューの提言

環境共生型・

創造型再開発

事業の枠組み

に関する調査

（H14）

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還における方向

性とその中の普天間飛行

場の役割分担を検討

・周辺市街地整備の対象を中

南部都市圏の都市構造か

ら検討

①跡地の段階的整備･利用の必要

性、課題等に関する検討

②跡地利用にかかる長期的な事

業の枠組みに関する検討

総合的、段階

的まちづくり

事業の枠組み

に関する調査

(H15)

・ここで整理された成果は本

調査にも踏襲

方
向
検
討
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
関
係
）

1-(2)

跡地利用計画

策定に係る具

体的な取組

①共同化に関する前提条件の整

理と課題

②共同化の意義と効果

③那覇新都心地区における申し

出換地の実態と普天間飛行場

での留意事項

④普天間飛行場に求められる共

同化の位置づけ

⑤共同化に関する方策の整理

地権者の協

働・共同によ

るまちづくり

事業の枠組み

に関する調査

（H18）

・「共同運用方式」の考え方

を普天間飛行場から嘉手

納飛行場より南の大規模

基地返還を対象とした検

討が必要

・その場合の新たな課題の抽

出
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既往調査106 項目等の課題

(要約) 取組内容 調査名
課題

（
跡
地
利
用
計
画
策

定
関
係
）

1-(2)

跡地利用計画

策定に係る具

体的な取組

①まちづくりの目標に応じた

課題整理

②特に留意すべき「まちづくり

目標」の選定

③まちづくり事例収集･検証

④実践的なまちづくり方策の

取りまとめ

周辺市街地と

連携した総合

的なまちづく

り事業方策に

関する検討調

査(H19)

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還の方向性とその

中の普天間飛行場のテーマ

を再検討

・実践的なまちづくり方策は

本調査にも踏襲

①米軍基地跡地利用に関わる

既存組織及び現行の事業手

法の問題点と課題

②新たな組織の必要性と求め

られる機能

米軍基地跡地

利用における

参加型計画策

定と事業化シ

ステムの研究

(H10)

・ＳＡＣＯから嘉手納飛行場

より南への状況変化に対応

した組織のあり方の検討が

必要

①米軍基地跡地の跡地利用に

関わる既存の組織及び現行

事業手法の問題点と課題

②新たな組織の必要性と求め

られる機能

③新たな組織の概要

④新たな組織を設立するため

の諸課題と今後の取り組み

米軍基地跡地

利用を推進す

る新たな組織

の設立可能性

に関する研究

(H11)

・ＳＡＣＯから嘉手納飛行場

より南への状況変化に対応

した組織のあり方の検討が

必要

①基地返還跡地利用の課題と

対応方向

②推進主体・体制の検討

③開発方式の検討

基地返還跡地

整備推進手法

調査(H10)

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還や社会情勢の変

化を踏まえた事業制度、開

発方式の検討

①基地返還跡地利用制度の検

討

②普天間飛行場跡地利用計画

の実現化方策の検討

③跡地利用推進体制及び開発

手法にかかる検討

④業財政上の措置の検討

⑤海外事例の整理

基地返還跡地

利用制度検討

調査(H11)

・嘉手納飛行場より南の大規

模基地返還や社会情勢の変

化を踏まえた事業制度、開

発方式の検討

方
向
検
討
調
査
（
跡
地
利
用
計
画
策
定
関
係
）2-(4)

跡地利用計画

策定を踏まえ

た今後取り組

むべき事項

①跡地利用の計画的な枠組み

の整理

②必要となる組織の検討

駐留軍用地跡

地の計画的な

利用の枠組み

検討調査

(H20.3)

・跡地の計画的利用を図るた

めに必要となる制度、整備

手法及び推進体制の構築等

に向けて、地元として必要

な内容を明確にし、今後の

国への要望の取りまとめが

必要


